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   議事日程第３号       第１回定例会 

   平成２８年３月４日（金）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第３号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○國井輝明議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第３号によって進め

てまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○國井輝明議長 日程第１、引き続き一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。 

 

 一般質問通告書 

 平成２８年３月４日（金）                       （第１回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１１ 

 

 

 

 

 

１２ 

 

 

 

 

 

 

健康長寿で笑顔の

花が咲き誇る魅力

あるまちづくりと

「第６次寒河江市

振興計画」につい

て 

市民生活に深刻な

影響を及ぼすＴＰ

Ｐ（環太平洋経済

連携協定）問題に

ついて 

 

 

（１）地域医療充実と市立病院の地方公

営企業法全部適用による新体制への

移行について 

（２）公共サービスの直営堅持と新たな

行財政改革アクションプランについ

て 

（１）「新自由主義」的な関税撤廃や規

制緩和による市民生活への深刻な影

響と本市農業や商工業分野における

独自の影響額算出・検証について 

（２）市民の生命や健康に格差や不平等

を生み、自己負担も増える混合診療

の解禁や国民皆保険制度の危機につ

４番 

渡 邉 賢 一 

市 長 

 

 

 

 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

１３ 

 

市民参加によるス

ポーツイベント推

進について 

いて 

 第４０回さくらんぼマラソンについて 

 

教 育 長 

１４ 

 

１５ 

ふるさと納税につ

いて 

再生可能エネルギ

ー問題について 

 

 今年度実績と新年度に向けた課題につ

いて 

（１）本市における太陽光発電の現況に

ついて 

（２）太陽光発電を初め再生可能エネル

ギー事業の今後の取り組みと課題に

ついて 

１３番 

柏 倉 信 一 

 

市 長 

 

市 長 

１６ 

 

 

 

 

 

１７ 

インフラの維持管

理について 

 

 

 

 

子育て支援につい

て 

（１）市内にあって市の管理下にない樹

木について事故等が発生した場合の

対処について 

（２）集水桝の維持管理について 

（３）農業用水路の安全管理について 

（４）公園の維持管理について 

 保育士の現状と今後の取り組みについ

て 

２番 

古 沢 清 志 

市 長 

 

 

 

 

 

市 長 

１８ 

 

 

１９ 

 

２０ 

 

２１ 

 

公契約制度の導入

について 

 

国民健康保険事業

について 

第６次寒河江市振

興計画について 

市道の橋梁管理に

ついて 

 適正な競争による地域経済の活性化と

サービスの質の向上を図る公契約条例の

制定について 

 福祉としての国民健康保険の運営につ

いて 

 下水道事業の地方公営企業会計への移

行について 

 昨秋に実施した平塩橋の調査について 

１５番 

内 藤  明 

 

市 長 

 

 

市 長 

 

市 長 

 

市 長 

 

 

渡邉賢一議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号11番から13番までにつ

いて、４番渡邉賢一議員。 

○渡邉賢一議員 おはようございます。 

  社会民主党市民連合の渡邉賢一でございます。 

  初めに、名残雪が降ったり、急にぽかぽか陽

気と暖かくなったり、三寒四温を繰り返してお

りますが、きのうは桃の節句で今月１日から寒

河江雛まつりも始まりました。毎朝、鳥のさえ

ずりも元気に聞こえる季節となって、春の訪れ

を感じさせてくれています。一期一会、また出

会いと別れの春でありますが、私は今の季節が

一番大好きでございます。 

  正月にいただいた新春を祝う賀状に、さくら
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んぼ俳句大会特選を受賞された上山市河崎在住

の先輩、石井浩吉さんからメッセージをいただ

いて特別な思いがございましたので、御紹介を

いたします。 

  受賞作は、「戦なき 七十年や さくらんぼ」、

選者は黒田杏子先生でございますが、この句で

あります。きな臭い世の中だけれども、平和な

社会と山形特産のさくらんぼを守ってほしいと

いう作者の願いが込められております。 

  安倍政権の暴走がとまらない今、特定秘密保

護法の制定や武器輸出、原発の再稼働や戦争法

の強行成立に続き、ついに在任期間中の憲法改

正まで打ち出しております。私は、初心を忘れ

ず、多くの市民の皆さんとともにこうした流れ

に抗していくこと、決意を新たにしているとこ

ろでございます。どうぞよろしくお願い申しあ

げます。 

  今回は、先月策定されました第６次寒河江市

振興計画及び過日御提案のありました新年度予

算案を中心に通告した内容で御質問をさせてい

ただきたいと思います。 

  通告番号11番、健康で笑顔の花が咲き誇る魅

力あるまちづくりと第６次寒河江市振興計画に

ついてでございます。 

  ことしになって、私は永遠の別れとなる告別

式で何と２回も弔辞をささげることになりまし

た。１月27日には同級生が突然亡くなり、２月

29日には近所に住む先輩が急逝しました。そし

て、一昨日、朝日町議会の長岡議長が68歳の若

さで亡くなられたという極めて残念な訃報に接

しました。亡くなられた故人に対し、心から哀

悼の誠をささげますとともに、謹んでお悔やみ

申しあげたいと思います。 

  私は、さきに述べたお二人の御遺族の方と少

しだけお話しすることがございました。119番

通報後、救急隊の方々がすぐに駆けつけてくれ

まして、寒河江市立病院に運んでいただいたと。

既に心肺停止状態であったそうですけれども、

近くの病院で診てもらえたことは、これは本当

にありがたかったとおっしゃっています。 

  休日夜間の初期診療や初期救急への対応を含

めた地域医療の拠点である寒河江市立病院につ

いて、新年度から地方公営企業法全部適用によ

る新体制へと移行される予定でございます。期

待される効果としては、患者数の増あるいは経

費節減や職員の意識改革などが挙げられており

ます。 

  ここで質問ですが、病院経営改善に向けて、

この目的が一般会計からの繰出金を抑えていく

と市長もおっしゃっておりましたけれども、万

一、経営が行き詰まってしまった場合、経営者

である病院事業管理者の責任となるのか、ある

いは市長の責任となるのか、御見解をお聞きし

たいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 既に御案内のとおり、寒河江市

立病院については４月から地方公営企業法の全

部適用に移行するということで、病院事業管理

者を配置して病院経営について当たっていただ

くということにしているわけであります。その

管理者についても、まだ内定の状況であります

が、大方決めさせていただいてその準備をして

いるということでありますが、病院事業管理者

には組織とか人事も含めて、現在の市長の権限

から多くの権限が移るということになるわけで

あります。 

  もちろん、地方公営企業法を全部適用して病

院事業管理者を置くということについては、さ

らに病院経営の柔軟性を高めて、迅速な取り組

みを可能にするということによって、さらに市

民ニーズに応えられる病院の取り組みを促進す

るということ、そのことが結果的に経営にもつ

ながっていくんだろうというふうにも我々は考

えてこういう取り組みをさせていただくという

ことになっているわけでありますが、当然、病

院事業管理者には経営の責任は担っていただく
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ということになるわけでありますが、万が一あ

ってはならないわけなのでお答えしにくいわけ

でありますが、万が一の場合、私が任命をする

ということでありますから、当然のことながら

私の任命責任というものも生じるというふうに

考えているところであります。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 この病院事業会計の予算書を拝

見しますと、現在の病床数125床を保って、今

後市立病院が担うべき地域医療の役割を、そこ

にベースを置くんだというふうなことで予算説

明書にも書いてございます。 

  今後、この地域で市立病院が担うべき地域医

療の役割を決定する自治体病院改革プランや地

域医療構想というものがこれから策定されてい

く予定であります。本来はこうした構想やプラ

ンができて具体的なアクションを起こすべきと

いう御意見もありますし、本当に前後が逆で大

丈夫なのかという不安の声もございます。 

  ここで質問ですが、山形県の地域医療圏の中

で具体的なこの位置づけですね、市立病院とい

うのはどのような医療機関として位置づけをさ

れているのか、それを明確にされているのかお

聞きしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御質問は、県が予定している山

形県地域医療構想というものを策定する予定で

あります。お聞きしますと、ことしの秋ごろに

そういう構想をまとめられるということであり

ますが、そういう構想の中で寒河江市立病院が

どういう役割を担っていくべきなのか、いく考

えなのかという御質問だというふうに理解をし

ているところでありますが、寒河江市におきま

しては新しい公立病院の改革プランというもの

を28年度中に策定する予定にしているわけであ

りますけれども、これは総務省が昨年３月に策

定をいたしました新公立病院改革ガイドライン

というものがありますが、これによって全国全

ての公立病院において策定が義務づけられてい

るということであります。そういったこともあ

りまして、28年度中に市立病院についても策定

の予定であります。 

  また一方で、先ほど申しあげましたけれども、

山形県地域医療構想、これはその国のガイドラ

インの中にも記載があるわけでありますけれど

も、10年後、平成37年における県内の必要病床

数を推計していく構想をことしの秋に策定する

予定だということであります。そういったこと

と、きちっと我々も県の構想の中でその市立病

院の改革プランも整合性をとっていく必要があ

るというふうに考えているところでございます。 

  この県の構想については、２次医療圏ごとに

必要病床数が推計されるということであります

から、村山で必要病床数がどのくらいかという

ことを37年度を目標にした病床数が設定される

ということでありますから、市、病院ごとに設

定されるというふうには聞いていないところで

あります。 

  そういった中で、村山管内の医療の中で市立

病院がどういう役割をきちっと果たしていける

のかということについて、県の構想の策定が進

められる中で、寒河江市としても連携をとりな

がら、新しく就任される病院事業管理者を中心

にしながらも、我々も一緒になって経営改善の

取り組みとあわせてその改革プランの中で検討

していくということに今予定をしているところ

でございます。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ぜひ対県とか対総務省への考え

と整合性がとれるように進めていただきたいと

いうふうに思っています。 

  次に、私の妻も県の医療スタッフの一人とし

て働かせていただいております。おかげさまで

30年間、３人の子育てや認知症の母の介護をし

ながら３交代勤務を続けてまいりました。家族

の一人として、真夜中に冬道、雪道で事故を起
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こさないかと、あるいは過労で倒れないかと常

に心配しているところであります。 

  県立４病院も地方公営企業法全部適用となっ

て、以前の人事委員会勧告準拠から経営者との

労使交渉の妥結結果で決定されるこの賃金労働

条件となりました。もう一つの県立日本海総合

病院は、酒田市立病院との経営統合、地方独立

行政法人となりまして、今経営しているわけで

あります。 

  自治体病院は今後、民間病院とも経営統合が

可能になるというふうなことを聞いております

が、今後もそこで働く職員の皆さんが安心して

働き続けられるよう、経営者との労使交渉の結

果もぜひ尊重していただいて、24時間医療現場

で働く労働者をぜひ守っていただきたいという

ふうに思っています。スマイルではありません

けれども、患者さんにつくり笑顔ではなくて、

真心と真の笑顔で接するような、そういう職場

にしていただきたいというふうに思います。 

  ここで質問ですが、市立病院で働く医師や看

護師、薬剤師や検査技師さんなど、あるいは医

療スタッフや事務職員の現在の賃金労働条件が

今後もその水準が守られていくのかどうか、ぜ

ひ守っていただきたいというふうなことも含め

て質問したいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市民のための市立病院でありま

す。医療をつかさどる一番の財産というか資源

というのはやっぱり人材、人でありますね。お

っしゃるように、そういう大変厳しい条件の中

で担っていただいている皆さんが元気に、そし

て仕事をしやすいようにしていくということが

やはり市民のニーズに応えていく原点だという

ふうにも思いますから、確かに４月から病院に

勤務する職員の皆さんには、市長部局の職員か

ら病院企業職員というふうになるわけでありま

すけれども、市の職員としては変わりないわけ

でありますので、給与、それから勤務条件など

についてはこれまでと同様の取り扱いになると

いうふうに思っております。 

  今予定をしている病院事業管理者の方も、大

変免許を持っている方でありますし、女性であ

りますから、そういう意味で女性の視点、特に

女性の多い職場でありますから、働く皆さんあ

るいは患者の皆さんにきめ細かな対応が期待さ

れるのではないかという意味で、大きく環境改

善あるいは接遇向上などにも取り組んでいただ

けるのではないかというふうに考えているとこ

ろであります。 

  そういう意味で、今回の公営企業法全部適用

にして病院事業管理者を設置してスタートする

ということが、さらに市立病院の市民のニーズ

に応えていく病院としてさらに歩んでいける、

再スタートというんですかね、スタートを切れ

るように我々も一生懸命支援をしていきたいと

いうふうに考えております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ありがとうございます。ぜひ病

院事業管理者の方の経営手腕を発揮されつつ、

今後も新たな女性という視点で職場改善につい

ても頑張っていただきたいというふうにお願い

をするところであります。 

  続いて２つ目、公共サービスの直営堅持と新

たな行財政改革アクションプランについてに入

ります。 

  市長就任以降７年間、これまで厳しい財政状

況の中で財政健全化を進めてこられたというこ

とは、市民の皆さんが率直に評価されることだ

と思います。 

  市債残高と実質公債費の比率が平成19年度の

19.4％から28年度見込みでは11.0％まで改善さ

れるということ、ただ一方で、指定管理者制度

の導入や現業部門を中心とした民間委託がどん

どん進められてきたわけであります。 

  市民ニーズは、きめ細やかな行政サービスの

堅持でありまして、これまでどおり、直営によ
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る学校給食や保育所の運営、公共施設全般の運

営を望んでいるわけであります。 

  ここで質問ですが、新たな行政改革アクショ

ンプランとは、行政事務の効率化を一層また進

めていかれるのか、私は行政事務は直営できち

んと責任を持って行うことが基本であると考え

ておりますが、市長の御見解をお聞きしたいと

思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 お答えをしたいと思いますが、

先日も国調の日本の全国の速報値が出ておりま

したが、日本が人口減少時代に入っていくとい

うことであります。そういった中で、経済の大

きな成長も見込めない、また、我々にとっては

そういう財源も限られると。一方で、市民の皆

さん、あるいは社会保障費など、行政需要が多

様化、高度化してきているという状況が見えて

くるわけでありますので、そうした状況の中で

何とかそういうニーズに応えて住民福祉の増進

を図るということを考えますと、法律上、制約

のあるものとか、業務の性質から行政が担うべ

きものと考えているものは除きまして、そうい

うものは当然していかなければなりませんから、

民間のほうが効率的、効果的に目的が発揮でき

るということについては、行政責任というもの

の確保は十分図りつつも、民間に委ねていくと

いうことが必要であるというふうには考えてい

るところでございます。 

  寒河江市におきましても、これまでも民間委

託あるいは指定管理者制度の積極的な活用を図

ってきたところでありますし、例えば保育所の

土曜日の延長保育、さらには図書館の開館日数

の拡大、それからチェリーナさがえの専門性を

生かした積極的な事業展開など、そういった面

でさまざまな効果が得られているというふうに

も認識しているところであります。 

  御案内のとおり、民間の団体、事業者は行政

にはないような柔軟性、それから機動性、多様

な専門性、ノウハウを持っているというふうに

も思いますので、そこは行政と民間の役割をき

ちっと分担するということによって、目的は市

民の質の高いサービスへ向上していくというこ

とにあるわけでありますので、そういったこと

を念頭に置きながら取り組みを進めていきたい

というふうに考えております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 今の御答弁にありました質の高

いサービスを維持するためにも、選択と集中と

いうのはこれからも必要だと基本的には思いま

す。 

  しかしながら、例えばこの委託契約を結んだ

民間業者は、若者の職員採用を諦めて、ＯＢ、

高齢者の再雇用など、臨時職員をふやして、人

件費を何とか削減したり、休日を減らして独立

採算で何とか利益を生み出すために、あらゆる

試行錯誤を繰り返しているような実態もござい

ます。 

  市当局としては、やっぱり本来直営で行うべ

きサービス提供を民間にお願いするということ

もあるわけですが、行政責任を転嫁しないよう

に、そして安上がり、効率化を追求するがゆえ

に過度な民営化を進め、地域経済を結果的に縮

小させてしまうというようなことにならないよ

うにしていただきたいというふうに思っていま

す。 

  ここで質問です。委託するとなれば、委託先

の運営の実績のみならず、私は公共サービスの

質の確保、質的なチェックが大変重要だという

ふうに思っておりますが、現在どのようにされ

ているのか伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 渡邉議員の御指摘のとおり、民

間委託を行う際、そのサービス水準の維持、向

上というのは最も基本的な事柄だというふうに

思いますし、そのチェックについてはそれぞれ

委託する内容によって性質が異なりますので、
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おのおのの特性に応じて行っているという現状

にあります。 

  例えば、指定管理者制度を活用している施設

などについては、毎年、事業報告書を求めて、

担当の課が13項目ぐらいにわたりますけれども、

細かいチェックを行います。その行った後に、

寒河江市の公の施設に係る指定管理者審査委員

会というものがありまして、そこで審査を行い、

場合によっては実施の調査や指示を行うという

ふうにもなっているところであります。 

  さらに、例えば保育所におきましては、市が

アンケートを保護者の方に行って、保護者の皆

さんの生の声をお聞きして、どうかということ

でチェックを行っているというふうにもなって

おります。 

  また、業務委託の場合は、小学校給食業務委

託などでは毎日栄養教師による食味の確認、そ

れから校長先生の検食などを行っておりますし、

定期的に教育委員会の管理栄養士が巡回指導な

どを行っているところであります。 

  また、図書館の業務については、ここは市職

員が常駐しておりますので、日常的にチェック

を行っているわけでありますけれども、ほかに

も図書館協議会などによる業務の点検評価、あ

るいは利用者からの声をお聞きして、業務の改

善につなげる仕組みをとっているところでござ

います。 

  そのほかの委託につきましても、それぞれ方

策をとりながら取り組みを進めているところで

ありまして、我々としては、現在のところそう

いう質の低下などについては、ないというふう

に認識をしているところでございます。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 にしね保育所の予算の関係もあ

りましたけれども、公設民営となって、民営の

サービスの部分についてしっかり私はもっとも

っとチェックをしていただいて、さらに質的な

サービスが向上できるように、チェックだけで

はなくていろんな手法を考えていただければと

いうふうに思っております。 

  次に、公共施設等を計画的に更新、統廃合、

長寿命化を行うための道筋をつくるんだと、あ

るいは市民参加のまちづくりにつながる公共施

設等を有効的に活用する仕組みづくりの道筋な

んだというふうなことで、寒河江市公共施設等

総合管理計画によるその策定が進められており

まして、中身にはコンパクトシティーという言

葉も入っているわけであります。 

  ここで質問なんですが、この計画によって、

地域コミュニティーの核となる集会所とかが万

一廃止されたり統合するなどされれば、また公

共施設の維持管理予算がこれから削減されると

なれば、過疎地域や限界集落と言われるところ

の廃村が一気に進んでしまうというふうに思っ

ておりますので、そうした統廃合については市

民とコンセンサスを大事に進めていくべきだと

いうふうに思います。今、パブリックコメント

ですか、行っていると思いますけれども、市民

の意見をぜひ十分に聞いていただきたいという

ふうに思いますが、市長の御見解をお聞きした

いと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 議員の御指摘のとおり、現在、

市の公共施設等総合管理計画の素案を策定して、

パブリックコメントで募集しているわけであり

ます。今後10年間に多くの公共施設が集中して

更新時期を迎えるということでありますので、

人口減少や財政状況などもあわせて、最も効果

的、効率的な公共施設のあり方について検討し

ていくというふうに考えております。 

  その素案の中に統合とか廃止という非常に刺

激的な言葉が入っているわけでありますが、今

現在、具体的に統合する、廃止するという前提

で計画をつくっているわけではありませんので、

御理解をいただきたいというふうに思いますが、

仮に御質問のように統合、廃止を検討するとい
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うことになった場合には、御心配のようなこと

もありますので、ぜひ我々としてもいろんな角

度からその検討をして、声もお聞きして、慎重

にしていく必要があるというふうに思います。 

  例えば、近隣に同じような施設がないのか、

あるいは教育や防災などのように優先すべきサ

ービスなのかとか、あとは老朽の度合いや耐震

基準の適合など安全性が確保できるのか、維持

するための経費、そしてどれくらいの利用頻度

なのかなどの観点から施設を評価していくとい

うことになりますし、また、地域の中の施設で

ありますから、地域の中でのどういった役割を

今後果たしていくのか、あるいは高齢化が進ん

でまいりますから、高齢者などの生活弱者の方

の利便性の確保をこの施設が担っていくべきな

のかどうか、いけるのかなどについても十分慎

重に検討する必要があるというふうに思います。 

  そういった意味で、とりわけいろんな公共施

設がありますが、地域のコミュニティーの核と

なるような施設については、さらに慎重な取り

扱い、検討が必要であると思っておりますし、

万々が一、実際そういう取り組みをせざるを得

ないなどということになれば、さらに丁寧な説

明、そして地域の皆さん、市民の皆さんの御理

解を受けながら検討していくというふうになろ

うかというふうに思いますが、何度も繰り返す

ようですが、具体的に廃止、統合を予定してい

るような施設は今のところまだ、そういう前提

で計画をつくっているわけではありませんので、

御理解をいただきたいと思います。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 今の市長の御答弁にもありまし

たけれども、災害の際の避難所、特に社会的弱

者の方々の福祉避難所となり得る施設というの

はそんな簡単になくされては困るということも

含めて、ぜひお願いしたいと思います。 

  次に、新年度から導入されるとされる人事評

価制度についてでございます。 

  先行導入した自治体の実態をお聞きいたしま

すと、公務職場におけるこの制度によって、同

期で入った同僚との昇任格差あるいは賃金格差

が拡大するということで、職員のモチベーショ

ンがぐっと低下し、評価する職員の側もされる

職員の側も人間不信に陥ってメンタル不全にな

るケースが多発していることが報告されている

わけであります。どうやって職員の客観的で公

正な評価が公務職場でできるのか、甚だ疑問で

あります。政府が言う統一労働、統一賃金とは

全く逆ではないかというふうに思うんですね。 

  若い職員ほど、市民側を見ずに上司の機嫌を

うかがって仕事をする人が万一ふえたら、市民

にとっては大変不幸なことになってしまいます。

民間の大企業では、こういった制度も見直して、

社員一丸となって目標にチャレンジできるよう

な新制度に移行しているわけでありまして、人

事委員会勧告で勧告された内容だとしても、私

は百害あって一利なし、時代おくれのあしき制

度だというふうに指摘をさせていただきます。 

  ここで質問ですが、新年度から人事評価に入

るというふうなことでありますけれども、かえ

って職員のモチベーションが下がっては意味が

ないというふうに思います。意欲の高い職員の

育成につながるようにすべきだと思いますが、

市長の御見解はいかがでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 渡邉議員の御指摘のとおり、地

方公務員法改正によりまして、人事評価制度の

実施がことしの４月から義務づけとなっている

わけであります。この人事評価、任免や給与に

活用するだけではなくて、評価者と職員のコミ

ュニケーションを通じてみずからの強み、弱み

を把握して、自発的な能力開発を促すことにも

つなげるという意味で、人材育成にも活用する

ことが大きな目的の一つになっているわけであ

ります。 

  寒河江市におきましては、この人事評価を通
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して市民サービスの向上に資する有能な職員を

育成して、市の行政の組織力の強化を図るとい

うことで、平成26年度から試行して、試しに行

っているところでございます。 

  我々は、当然のことながら、限られた人材で

市民福祉のために努力をしていかなければなり

ませんから、そういう意味で人事評価によって

意欲の高い市職員を育成していくということに

なるわけでありますけれども、そのためには客

観的で公正な評価をするということが重要であ

りますので、寒河江市においては専門の外部講

師を招いた研修、さらには各課長の評価の後に

調整者による評価の目ぞろいなども実施して、

客観性、公平性を高めるよう努めているところ

であります。また、実施に当たりましては、評

価の内容などについて職員労働組合と協議して

進めてまいることにしているところであります。 

  これまで試行してまいりましたが、28年度か

らは全ての職場でこの人事評価を実施するわけ

であります。我々としては、先ほど申しあげた

ような目的に沿って、地方分権の一層の進展、

それから目的は住民の皆さんのさまざまなニー

ズに応えていく、そういう職員を育成していく

ということで、鋭意取り組んでまいりたいとい

うふうに考えております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 今、御答弁がありましたけれど

も、この制度が入って残業がふえたり、職員の

ストレスがふえないようにしていただきたいと

思いますし、試行をしていない病院職場などは

一気に実施に入るというふうなことで、これは

また無理があるというふうに思っておりますの

で、ぜひそういったところも配慮をお願いした

いというふうに思います。 

  次の課題に入ります。通告番号12、市民生活

に深刻な影響を及ぼすＴＰＰ（環太平洋経済連

携協定）問題についてでございます。 

  この課題について、（１）新自由主義的な関

税撤廃や規制緩和による市民生活への深刻な影

響と本市農業や商工業分野における独自の影響

額の算出や検証についてというテーマでありま

す。 

  私は12月議会でこの質問もさせていただいて

おりますけれども、特に市民生活への影響とい

うことについては、年末年始いろんな形で市民

の皆さんから意見を聞く機会がありましたけれ

ども、非常に市民の皆さんは危惧されておりま

す。特に、情報が開示されないとか、具体的な

問題点も明示されなかった、国会が１月４日か

ら開かれたわけですけれども、それでも参議院

選挙前ということでしょうか、なかなか都合の

悪い情報が公開されないというようなこと、昨

年の10月４日の大筋合意の後、ことしに入って

署名までが行われていると。最近の情報では、

今国会で法案を出す予定だというふうなことで

ありました。まさに国民の声を聞かず、アメリ

カの言うことを忠実に聞くという安倍政権によ

る暴挙だと言わざるを得ません。 

  私は、農産物を中心とした本市の農業に対す

る影響について、市長もおっしゃっていました

けれども、農家の生産意欲がなくなっていくこ

とが非常に懸念されるんだというふうなこと、

農業マネーというものが狙われていることから、

農業団体や農村集落についても深刻な影響が危

惧されております。 

  この問題についてどのようにお考えなのかお

聞きしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ＴＰＰの問題、とりわけ寒河江

市の農業に対する影響についてということで御

質問をいただいて、さきの議会でもお答えをい

たしましたが、国のほうでは、去る12月に農林

分野の影響額というものを1,300億円から2,100

億円と見積もっているわけでありますけれども、

前提としては、コスト削減や経営安定対策など

の国内対策や輸出対策の効果によって国内生産
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量はどの品目も減少しないという前提で試算を

しているということでありますが、この試算に

ついてはその前提条件次第で大きく変動すると

いうふうにも思いますし、その試算の前提条件

の是非についてもさまざまな意見が出されてい

るわけであります。 

  国の試算、それから都道府県の試算というも

のも東北では山形県を除く５県で試算をされて

いるということであります。山形県は、御案内

のとおり、政府の試算方法への疑問、試算額が

ひとり歩きするなどの懸念から、当面試算しな

い方針を打ち出しているところであります。 

  我々としては、政府が試算対象、関税10％以

上の農産物ということにしておりますので、主

要農産物のさくらんぼが試算の対象外となって

いるということも考え合わせますと、寒河江市

単独で具体的な影響額はというものを試算する

ということについてはなかなか現時点では難し

いのかなというふうに思います。県も当面しな

いということでありますけれども、いずれ国の

具体的な政策などが出てくればそういう試算も

行われるのではないかというふうに考えており

ますから、我々としては米あるいはさくらんぼ

などの影響というものを大いに懸念をするわけ

でありますから、今後とも県の動向などを注視

しながら、それから市町村それぞれの影響額な

ども違うわけでありますけれども、前提条件と

して同じような条件で試算をしていく、その積

み重ねが県全体の影響額というふうになってい

くんだろうというふうに思いますから、県の動

向なども注視しながら今後検討していきたいと

いうふうに思っているところでございます。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 半分は理解できるんですけれど

も、やはりその予想額というのは、私はこっち

でも影響額はきちんと算出すべきだと思います。 

  関連して、本市の商工業に対する影響でござ

います。これまた前回も質問させていただいて

おりますが、市内工場の生産現場で製造される

工業製品や商店街で販売される商品や特産物、

特に中央工業団地に誘致した企業が今後競争力

が失われて倒産する企業がふえるのではないか

という懸念、そこで働く労働者の解雇など、非

常にこの影響も大きいと思われますので、今回

の交渉結果では自動車や電気製品などの輸出産

業についても大幅譲歩となったため、メリット

が本当に小さいんじゃないかというふうに伺っ

ております。 

  商工業についての考えをお聞かせいただきた

いと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 本市の商工業へ影響ということ

でありますが、ＴＰＰの協定、署名後に中央工

業団地の企業の皆さんから意見をお聞きします

と、総じて具体的な動きがないとのことでござ

います。 

  例えば、輸出している企業の方からは、現時

点で具体的な方策が決まっていない、大筋合意

と署名はしたが、法整備など具体的な国の動き

がないために動静を見ているなどという声もあ

りました。また一方、輸出していない企業の方

からは、これまで輸出を行ってこなかったが、

今後海外拠点も視野に入れていくことも必要で

はないかなどという考えもあって、業種によっ

ても見方はさまざまでありますし、どのような

影響があるか、企業のほうでそれぞれ調査、検

討している状況にあるというふうに我々は見て

いるところであります。 

  今後、昨年11月に決定した政策大綱の実行な

ど、これからの国の動向を注視していく必要が

あるというふうに考えておりますし、また、先

ほど総じて企業の皆さんの今の動きなどは渡邉

議員の御指摘のような状況で、なかなか見えて

こないというのがあるわけでありますので、今

後とも引き続き国や県などからの情報収集など

を行いながら、我々としても必要に応じてその
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支援策などについても検討していく必要がある

というふうに考えております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 次に、（２）市民の命や健康に

格差や不平等を生み、自己負担もふえる混合診

療などが解禁されたり、国民皆保険制度が危機

にあるのではないかという課題であります。 

  これまた前回も質問させていただいておりま

すけれども、先ほど質問した民間病院はもとよ

り、公的病院のもうからない診療科の閉鎖など

も今後起きるのではないかということで、地域

医療への多大な影響も危惧されているわけでご

ざいます。 

  今の医療社会保障制度の問題、この自由化に

よって、あるいは混合診療の解禁によって、市

民の命や健康が守られなくなったら大変なこと

になるということで、市長も前回はそのとおり

というふうなお考えでしたけれども、私は今の

制度をこれからもしっかり堅持すべきだという

ふうに思いますけれども、市長のお考えをお聞

きしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ＴＰＰ協定においては、現在公

表されているＴＰＰ政府対策本部の情報により

ますと、我が国の公的医療保険制度のあり方そ

のものに影響を与えるような自由診療、民間医

療保険の拡大、混合診療の自由化、営利企業の

参入等の規定は含まれていないという認識をし

ているところでございます。 

  しかしながら、今後とも国の動向を注視しな

がら情報収集に努めて、御指摘のような国民皆

保険制度の堅持について引き続き国に対しても

さまざまな機会を捉えて働きかけを行ってまい

りたいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 アメリカのほうは大統領選挙で

このＴＰＰの問題もいろいろ議会の中でも議論

されているようですけれども、アメリカ国内で

の反対なども今起きておりまして、今後、先行

きが本当に不透明だというふうに思います。た

だ、日本だけが前のめりではないかと評論家も

おっしゃっていまして、そういった件について

も指摘をさせていただきたいと思います。 

  さて、最後の通告番号13番、市民参加による

スポーツイベント推進について、第40回さくら

んぼマラソンについてでございます。これは教

育長にお伺いします。 

  １月末に私は東京都北区が主催する赤羽ハー

フマラソンに参加をしてまいりました。県内で

も、酒田つや姫、米澤上杉藩城下町、山形まる

ごと、天童ラ・フランス、東根はさくらんぼ、

長井フルマラソンなど、めじろ押しであります。

自治体がマラソン大会に力を入れている理由は、

御案内のとおり、単にスポーツ振興だけではな

くて、経済波及効果がはかり知れないものだか

らであります。 

  地域活性化のために、地域の観光資源として

交流事業を開催するに当たっては、ぜひともコ

ース設定や大会運営、イベントのノウハウまで、

天童や山形でしっかりしたアドバイザーの指導

を受けているように、私も今後そういった面か

らも進めていくべきだというふうに思いますし、

予算面でもサッカーくじのｔｏｔｏを有効活用

するなど、積極的な予算になっているわけであ

ります。 

  さて、本市の新コース３年目、第40回の歴史

あるさくらんぼマラソン記念大会の概要、また、

予算の内訳についてどのようにお考えなのかお

伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 さくらんぼマラソン大会の概

要ということで御質問でございますので、お答

えをしたいと思います。 

  議員からありましたように、40回目という記

念の節目となるさくらんぼマラソン大会でござ

いますけれども、ことし６月19日に開催をする
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予定でございます。 

  チェリーナさがえ前を発着地点といたしまし

て、10キロ、５キロ、2.5キロのコースで実施

をする予定であります。 

  ゲストランナーにつきましては、シドニーオ

リンピックの金メダリストの高橋尚子さんをお

招きいたしまして、参加者につきましては昨年

の倍に当たります3,000人を目標として大会を

盛り上げていきたいなと考えております。 

  予算面につきましてでありますが、大会実行

委員会の予算については予算総額が1,426万円、

その収入の内訳といたしましては、主なもので

ございますが、選手の大会参加料が864万円、

市からの負担金ということで554万円、これが

主なものでございます。 

  また、支出の内訳でございますが、参加賞景

品などになりますさくらんぼなどの参加賞経費

であります。これが415万円。それから、記録

の計測、仮設テントのレンタル料、そのほか、

先ほど申しましたゲストランナーの招聘経費、

こういったものなどで大会運営費としますと

884万円。これが主な支出の中身ということに

なります。 

  以上のような概要でございます。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ありがとうございます。 

  全国のランナーですね、非常に40年前の状況

とはまた違ってきておりまして、健常者も障が

い者も含めて、このニーズに応えるためにも、

日本陸上競技連盟公認コースのフルマラソンあ

るいはハーフマラソン大会にぜひバージョンア

ップして、全国規模の大会になるように参加者

をふやしてはどうかという市民の強い意見がご

ざいます。そのために一発どかんと打ち上げ花

火もこれも大事ですし、人気タレントの招聘だ

けではなくて、競技団体が推薦する招待ランナ

ーを呼んで全体のレベルアップを図っていく必

要もありますし、速いトップランナーも、遅く

ても楽しんで走るランナー、あるいは派手なコ

スチュームで走る仮装ランナーにも魅力ある大

会にすべきだというふうに思います。 

  これには道路使用許可や公安委員会の許可な

どの課題はございますが、ぜひとも駅前の中心

市街地をコースにしたり、市内全地域を回るよ

うな一周駅伝コースを使ったり、あるいは４町

を巻き込んでの西村山地区駅伝コースなども使

ってやっていくべきだという声もあります。  

  この大会を支えるためのボランティア、ある

いは沿道で応援する市民とランナーのベストス

マイルのために、ぜひとも御検討いただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 お答えをしたいと思います。 

  本市のさくらんぼマラソン大会というのは、

どちらかというと、タイムを競う競技志向とい

うよりも、誰もが参加しやすくて、さくらんぼ

もあり温泉もあり観光もできる、そういったこ

とで楽しめる大会というそういう特色があるの

かなというふうに思います。 

  昨年の参加者のアンケートでも、次回もぜひ

参加したいというふうに御回答いただいた方が

92％にも上るということで、高い評価をいただ

いているのかなというふうに認識しているとこ

ろであります。 

  そんなことから、今後も日本一さくらんぼの

里さがえにふさわしい大会になるよう、先ほど

議員からもいろいろ御指摘、御提言がありまし

たが、そういったことも踏まえてさらに工夫を

重ねて、地域の活性化につながるようにしてい

きたいなというふうに思っております。 

  なお、ハーフマラソン等のコースの設定につ

きましては、今後、実行委員会あるいは参加者

の御意見等々をお聞きしながら考えてまいりた

いなというふうに思っております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 時間もありませんので、はしょ
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りますが、ぜひ今後そういった面も御検討いた

だきたいというふうに思います。 

  最後になりますけれども、大会のスタート・

ゴール地点をやっぱり陸上競技場にするために、

施設整備がぜひとも必要であると思っています。

特に、今そうしたハード面の整備については、

第６次振興計画に生涯にわたってスポーツに親

しむ取り組みの推進というふうに明記されてい

るわけですが、５年間の今後の予定で屋外スポ

ーツについては残念ながら野球場の内野整備の

みというふうに、非常に市民ニーズとは乖離し

ているのではないかというふうに思われます。 

  ぜひともこのハード面の整備についても予算

をかけていくべきだと思いますし、さらに四季

折々の地域資源を使ってスポーツイベントをい

ろんな面で御検討されてはと思いますが、御見

解をお伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 草苅教育長。 

○草苅和男教育長 さまざまな施設の整備という

ことは非常に考えていかなければならないこと

だと思いますが、先ほどありましたさくらんぼ

マラソン大会に活用するために陸上競技場など

の整備というお話もございますけれども、この

ことについては、昨年の９月議会におきまして

も答弁させていただきましたけれども、今後の

人口減少の問題とか、あるいは財政面などから

いろいろ総合的に検討していく必要があると。

さらに、市民の声をこれからも十分にお聞きし

ながら、今後の課題とさせていただきたいなと

いうふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ありがとうございます。 

  市民がこよなく愛し、そして40年間にわたっ

て育て上げてきたさくらんぼマラソンの成功の

ために、私自身も含めて多くの市民の皆さんと

ともに盛り上げていきたいというふうに思いま

すし、今後いろんな課題がありますけれども、

その解決、克服に向けて私も努力をさせていた

だきたい、このことを最後に申しあげまして質

問を終わらせていただきたいと思います。 

  どうもありがとうございました。 

 

柏倉信一議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号14番、15番について、

13番柏倉信一議員。 

○柏倉信一議員 おはようございます。 

  本日は２番手の一般質問ということで、きょ

うは天気も好天のようでございまして、温度も

上がるようでございます。天候に合ったような

爽やかな質問になるように心がけて頑張らせて

いただきたいと思いますので、よろしくお願い

をいたします。 

  早速ですが、通告番号に従い質問に入らせて

いただきます。 

  通告番号14番、ふるさと納税についてであり

ます。昨年12月議会に続いての質問であります

が、昨年春の統一地方選立候補の際、現在、最

大の政治課題は地方創生であり、ふるさと納税

制度の有効活用は地方創生を進める上で大きな

ポイントであると訴えてまいりました。私の公

約の柱であります。公約実現に最大限の努力を

することは、最低限の務めであり、御理解をい

ただきたいと思います。 

  さて、12月議会の答弁では、納税額は５億

6,000万円とのことでしたが、ことし１月10日

のマスコミ報道によれば、昨年末で12億円を超

え、全国19番目との報道がなされました。わず

か１カ月で約６億円の驚異的伸びとなったよう

であります。大変喜ばしいことであります。 

  さて、間もなく年度末を迎えるわけですが、

今年度の実績はどれくらいの数字になる予定か

伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 それでは、ふるさと納税の実績

見込みということでお答えを申しあげたいと思
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いますけれども、今年度、平成27年度、御案内

のとおり、税の控除を受けられる金額の上限が

これまでの約２倍になったこと、さらには確定

申告を行わなくても税の控除が受けられる制度

が新設されて、またさらには、インターネット

からのクレジット決済の手軽さなどもあって、

もちろん寒河江市だけではなくて全国的に寄附

の実績が大幅に伸びているということでありま

す。 

  寒河江市におきましても、平成27年12月末現

在では、先ほど御質問にもありましたが、全国

47都道府県全ての都道府県からいただいて、約

12億円の寄附をいただきましたが、この数字に

ついては、県の市町村課の調査によりますと、

天童市、米沢市に次ぎ、県内で３番目に多い寄

附金額というふうになっているようでございま

す。 

  それで、28年度、これから３月までの全ての

１年間の見込みということでは、14億5,000万

円の寄附を見込んでいるところでありまして、

今議会に補正予算として上程をさせていただい

ているところでございますので、御理解を賜り

たいと思います。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 14億5,000万円ということです

が、大変な数字であり、本当にすばらしいなと

いうふうに思っております。 

  聞くところによりますと、返礼品で人気の高

いはえぬきは、もう農協の倉庫には一粒もない

というようなことで、完売とのことでございま

す。生産農家の方々に話をしますと、異口同音

に、はえぬきを食べてもらえるのは本当にうれ

しいというふうに言っておられます。長年、手

塩にかけて育ててきた農家の方々には感無量と

いったところではないかと思っております。 

  先ごろのマスコミの報道で、はえぬきが日本

穀物検定協会の食味ランキングにおいて22年連

続特Ａ、５段階の評価の中でも最頂点を獲得と

いうようなことで、22年間連続でということで

あります。これは、新潟県魚沼産コシヒカリに

次ぐ歴代２位の記録のようでございます。日本

穀物検定協会の評価方法は、米のおいしさを示

す成分を分析する理化学試験と実際に食べて比

較する食味官能試験で格付をするというふうに

聞いております。 

  このような方法で22年の長きにわたり特Ａを

獲得できるのは、災害にも強い、そしてまた、

安定した品種であるということを証明しておる

んではないかなというふうに思っております。

我が寒河江市が自信を持って勧められる返礼品

だと意を強くしておるところでございます。 

  振興計画の説明を受けた折にも申しあげまし

たが、はえぬきは、つや姫、紅秀峰に匹敵する

寒河江ブランドになるのではないかなというふ

うに思っております。少し横道にそれますので、

きょうはこの件に関しては通告をしておりませ

んので、別の機会に議論をしたいと思います。 

  次に、新年度のふるさと納税は、予算書によ

れば、歳入で10億円、返礼品などの支出総額は

７億5,000万円というふうになっておりますが、

本年度の実績を踏まえると控え目な予算という

ふうになっておるわけですが、この数字の根拠

を伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 議員の御指摘のとおり、ブラン

ド米でありますはえぬきを返礼品としたことに

よって、そういうことが大きく貢献をして、27

年度は14億5,000万円の寄附を見込んでいるわ

けでありますけれども、全国的に見ますと、そ

ういうブランド米などを新たな返礼品にしてい

くということについては、寒河江の例を他の自

治体も十分参考にしてきているという状況があ

ります。 

  そういった状況がありまして、施政方針でも

申しあげましたが、今まさに地方創生が自治体

間の競争になっているというところがあります
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が、とりわけふるさと納税については、まさし

く競争になって、それが激化しているというふ

うにも思います。ふるさと納税を専門に取り扱

うインターネット最大手のサイトによりますと、

ブランド米を含む米の返礼品については、取り

扱う種類、商品構成が約2,800種類に及んでい

るというふうな状況でありますから、その中か

ら寒河江市の返礼品を選んでいただくというの

は大変なことでありますね。容易ならざること

になってきている状況があります。 

  確かに全国の皆さんから、はえぬきも、そし

てつや姫も好評いただいているわけでありまし

て、とりわけはえぬきについては、先ほど御指

摘がありましたけれども、22年連続特Ａという

ことであります。つや姫についても６年連続特

Ａとこういうことでありますから、そういう強

みを生かしてさらにほかの返礼品よりも一段上

のところで注目をしていただくということを

我々としてはお願いをしているわけであります

けれども、そういう厳しい競争のもとにますま

す平成28年度はさらされていくということを考

えますと、まずは10億円を目指していくという

ことで想定をさせていただきました。 

  ちなみに、ほかの自治体のことを言うのもあ

れですけれども、天童市におきましても、平成

28年度は20億円ということで、前年度実績より

も低い額を見込んでおられるというふうにも聞

いているところでございます。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 さまざまな角度から分析をされ

た中での予算編成というようなことだと思いま

す。数字の分析というのは非常に難しいものだ

ろうなというふうにも思います。 

  今、市長の答弁の中にもございましたとおり、

寒河江市よりも上位にいる米沢市あたりの中身

を考えさせていただくと、返礼品もパソコンな

どもあるようでかなり人気もあると。当然のこ

とながら、パソコンということであれば、１口

の寄附額も多くなってくるというようなことに

なるわけで、そういう意味合いから考えると、

本当に寒河江になじんだようなというか、本当

の寒河江で生産したものを返礼品ということで

やっておるわけなので、そういう中身を精査し

ていくということも非常に大切なことだろうと

いうふうに思うわけでございますけれども、市

長は特に堅実な市政運営を心がけておられるが

ゆえの予算というようなことだろうと思います。 

  ただ、民間企業的な発想からすれば、高い目

標を設定すること、また、そのハードルに向か

って努力をするというようなことも一つの考え

方ではないのかなというふうに思われるわけで、

そういうようなことも踏まえて、もう少しハー

ドルを上げてもよかったのではないかなという

ふうに思うんですが、再度、市長の見解を伺い

たいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御指摘の点もあろうかと思いま

すが、平成27年度の当初予算では、ふるさと納

税は予算額では１億円を想定していたところで

あります。結果的には14億5,000万円を見込ん

でいるということであります。10億円というの

は、一つの目安というんですかね、そういうと

ころで我々はぜひそれを超えるような納税があ

ればということで、さらに一層努力をしてまい

りたいというふうに考えているところでありま

す。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 別に数字を低くしたから努力し

ないというようなことでは決してないというふ

うに思いますし、それは考え方の問題だろうと。

市民に少し夢と希望というようなことを与える

ということを踏まえると、数字を上げてもよか

ったのではないかなと私なりに思ったところで

す。 

  次に、ことし１月10日の山形新聞に、ふるさ

と納税で寒河江市とかかわりを持ってくれた
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方々ときずなを強くすることが大切であり、年

度内に首都圏で寄附者を対象にした感謝祭を検

討している、このような報道がなされておりま

すが、その後、感謝祭はどうなったのか、また、

寄附者とのきずなづくりについて今後どのよう

な対応を考えておられるのかお伺いをいたしま

す。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ふるさと納税制度、大変ありが

たい制度なわけでありますけれども、この制度

を活用して全国の皆さんに寒河江市の魅力をＰ

Ｒする、そういう効果的な大変チャンスだとい

うふうに我々は捉えているのであります。そう

いった観点から、これまでも中部、関西、九州

地方の都市圏の皆さんからふるさと納税をいた

だいた方々へ、日本一さくらんぼの里からの年

賀状を送付するなど、ＰＲにも努めてきたとこ

ろであります。 

  御指摘のきずなづくりの一環としてイベント

を開催していくというようなことについて、実

は３月下旬に東京都内におきましてふるさと納

税の寄附者などを対象とした寒河江市の魅力を

発信するイベントを予定しております。このイ

ベントでは、観光あるいは物産を提供してＰＲ

をしていくというような予定にしているところ

であります。このイベントを通して観光情報な

ども発信して、また、さくらんぼ狩りなどの体

験型返礼品の追加などにも積極的に取り組んで、

納税していただくのはありがたいわけでありま

すけれども、納税された方、寄附された方が寒

河江市のほうに足を運んでいただくような工夫

ということについても取り組んでいきたいとい

うふうに考えてイベントを予定しているところ

でございます。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 イベントをやられるというよう

な答弁をいただいたわけですけれども、今年度

において特に大都市と、西日本あたりを中心と

して５万件余りの方々との接点ができたという

ようなことでございますので、今後の展開にこ

のたびの大きな財産を有効活用することは本当

に的を射たところだというふうに思いますし、

さまざまな施策に取り組んでいただいて、接点

を築いた方々にアプローチを続けていただきた

いなというふうに思います。 

  今の市長の答弁の中では、交流人口の拡大と

いうようなことも踏まえてイベントを開催した

いということでございましたので、ほとんど私

も全く同感でございます。 

  次に、ふるさと納税を周知する意味で、新年

度の早い時期に市報、ホームページに具体的に

詳細を掲載すべきと考えますが、市長の見解を

伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ふるさと納税、納税された寄附

者の皆さんには大変ありがたく思っているわけ

でありますけれども、それに伴って返礼品など

を提供しているわけでありますが、そういう返

礼品の例えば農産物であれば生産者の皆さん、

それから事業者の皆さんなどから大変御協力を

いただいて、こういう14億5,000万円の成果を

上げてこられたというふうにも思っているわけ

であります。そういう人たちの御協力がなけれ

ばこの事業はうまくいかないというふうに思っ

ておりますから、これまでも市のホームページ

などでふるさと納税の概要あるいは寄附の方法

や寄附の特典などを公表しているわけでありま

すが、御指摘の点なども踏まえて、生産者の皆

さんだけではなくて市民の皆さんにふるさと納

税の制度の趣旨でありますとか、実際今回いた

だく金額の使途、使い道などについてもわかり

やすくお知らせをして、さらなる御理解をいた

だいて、その御理解のもとにまた県外などにい

らっしゃる方、御親戚の方にもお話をしていた

だいて、その輪を拡大していただくようなこと

にもつながっていければなというふうに思って
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おりますので、そういうことに取り組んでいき

たいというふうに思います。 

○國井輝明議長 お待ちください。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時といたします。 

 休 憩 午前１０時５０分  

 再 開 午前１１時００分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  柏倉議員。 

○柏倉信一議員 答弁をいただきました。 

  当然、私も議員でございますし、いろんな機

会を捉えまして、我が寒河江市のふるさと納税

の状況を報告させていただいておりますけれど

も、農協の出納部会あたりの幹部の方々でもは

えぬきのことは余り御存じではなかったり、ま

た、先般も私の隣組の年１回の慰労会、18軒の

隣組なんですけれども、ございまして、同じよ

うにこのふるさと納税のお話をさせていただき

ました。そうしたら、参加された奥さんにこう

言われたんですね。「私もふるさと納税をしま

した。佐賀牛、とってもおいしかったです。山

形牛もおいしいのですが、私たちは寒河江には

寄附をできないのでしょう」と。こういうふう

に言われまして啞然といたしました。寒河江の

住民でこの寒河江市にふるさと納税ができない

のは公職選挙法に抵触する私たち議員くらいで

すので、今度は寒河江市にぜひお願いを申しあ

げますというふうに言ってきたわけでございま

す。 

  こうした現状も踏まえて、また当然、市長も

当局も市報やホームページへの掲載なんていう

のは当然お考えになっておられることと思いま

すけれども、なかなか浸透しないというような

ことで、リピート、リピートでやっていかない

と大変なのかなと思っておるところであります。 

  そんなことで、まずはふるさと納税の仕組み

というものをわかりやすく説明していただき、

そしてまた、今現在どれぐらい実績を上げてい

るかというようなことも正確に理解をしていた

だく必要があるなというふうに思っています。 

  先般の石山議員の質問にもありましたけれど

も、せっかく花咲山の計画をつくっても、なか

なか周知されていないと。大変もったいないと

いうふうに思います。ましてや、このふるさと

納税の実績なんていうのは、佐藤市政が後世に

残せる金字塔だというふうに思っているわけで、

こうしたことも踏まえておのおのが寒河江をふ

るさとというようなこと、そういう意識を持っ

ておられる親戚縁者、先ほど市長の答弁にもご

ざいましたけれども、声がけをしてもらうと。

また、返礼品を通して寒河江を思い出してもら

う営業マンの役割を担っていただければなとい

うふうに思って、あえて提言を申しあげました。

何せこの４万2,000人の営業マンを抱える可能

性があるというふうに思いますので、ぜひとも

詳細なＰＲというようなことをお願いしておき

たいと思います。 

  次に、通告番号15番、再生可能エネルギー問

題についてでございます。本市における太陽光

発電の現況についてお伺いをしたいと思います。 

  本市では、昨年10月末から下水道浄化センタ

ーにおいてメガソーラーの発電が実施されてい

ますが、予定した総電量目標、実績総電量はど

のようになっているのか、今後の見通しなども

含めてお伺いをしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市におきます太陽光発電

の現況ということでございますが、寒河江市の

太陽光発電に係る市有施設貸出事業というもの

を設けておりますので、それを活用して浄化セ

ンター敷地内に設置をしていただいて、株式会

社パワーイーネクストのほうから設置をしてい

ただきました太陽光発電施設であります。 

  出力は1,500キロワットのメガソーラーシス

テムであります。昨年10月に発電を開始して、
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東北電力に売電がなされているところでありま

す。同社に確認をいたしましたところ、昨年11

月からことしの２月末までの発電量は約31万

1,000キロワットアワーということで、全て売

電がなされているということであります。 

  当初の計画では、この期間に約29万3,000キ

ロワットアワーの発電を目標としておりました

から、この冬は降雪量も少なくて、目標に対し

て約106％の実績となって、大変良好な結果が

得られているというふうに聞いているところで

ございます。 

  まだ４カ月という稼働期間、非常に短いので、

これからの予測というのはなかなか難しいわけ

でありますが、年間目標が153万6,000キロワッ

トアワーというふうに予定をしているところで

ありますが、その発電量については達成される

のではないかと見通しているところでございま

す。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 今の御答弁ですと、目標の数値

に対して106％というようなことでございまし

た。業者がメガソーラー太陽光発電をやる場合

に、大体予想に対して110％前後ぐらいのとこ

ろを見込んで取り組んでおられるというような

お話を伺っております。そういうふうな中で、

大体冬場ということも踏まえて考えますと、相

当いい数字かなというふうに思いながら承って

おりました。 

  市長の答弁にもございましたとおり、10月末

から始まったばかりというようなことで、これ

から先どういうような数字が出てくるのか、ぜ

ひ注目をしていきたいものだなというふうに思

っております。 

  次に、太陽光発電を実施する上で市としての

大きなメリットに、賃借料あるいは固定資産税

額というふうに思うわけでございますが、歳入

はどれぐらいふえる見込みなのかをお伺いいた

します。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市のメリットということであり

ますが、先ほど議員から御指摘がありましたと

おり、市有地を貸し出しているということで年

間200万円の土地の賃借料をいただくというこ

とになっております。 

  それから、これは28年度からとなりますけれ

ども、償却資産に対する固定資産税が課税され、

これらの収入がふえるということになろうかと

いうふうに思います。 

  そういう金額的な面のみならず、地球温暖化

対策ということで取り組んで、温室効果ガス、

いわゆる二酸化炭素の排出量削減に対する効果

なども大変大きいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 答弁をいただいたわけで、賃借

料は200万円というようなことで、恐らく下水

道事業の中の歳入ということで扱われるのかな

というふうに思います。償却資産に対する固定

資産税もふえるというようなことでございます

し、市長の答弁のとおり、環境問題に対応する

上で、また、土地の有効活用というようなこと

を視野に入れますと、大変いいことだなという

ふうに思いながら答弁を承っておりました。 

  次に、太陽光発電を含め、再生可能エネルギ

ーの事業の今後の取り組みと課題についてお尋

ねをしたいと思います。 

  このたびの太陽光発電は、やはり行政も中に

入った中での事業というようなことで、金銭的

な部分もさることながら、災害時における電力

の確保などの有効活用というようなものを一つ

の大きな目的として考えられるのではないかな

というふうに思うわけで、非常時において、い

わゆる災害等々が発生したような場合にどのよ

うな活用がなされるのか、庁舎であったり消防

であったり、あるいは市立病院等々、いわゆる

公共的な施設の中での対応も含めてお伺いをい
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たしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この施設で発電をした電気の活

用ということになるわけでありますけれども、

先ほど申しあげましたこの市有施設貸出事業と

いうものにおいて、相手方の決定方法としてプ

ロポーザル方式を採用しているわけであります

けれども、この中で災害時における市施設への

電力供給でありますとか、社会貢献策などの提

案をいただいて、その内容も考慮した上で貸し

付け先を決定しているところでございます。 

  今回御提案いただいた内容といたしましては、

災害発生などの非常時に浄化センターに電気を

無償で提供すること、それから環境教育などの

活用について施設の公開あるいは資料提供もし

ていただくということで、これらの項目を基本

協定書に盛り込んで契約を交わしているところ

でございます。 

  御質問では、災害時にその他の市の施設へ電

力供給を行うことはどうかというような御質問

であろうかというふうに思いますが、そういう

ことを想定した場合、当然のことながら、東北

電力の送電線を使用するということになるわけ

でありますけれども、災害発生などによって東

北電力が送電を停止した場合などについては、

その使用するということはなかなかできなくな

るということになることが予想されるというこ

とがあろうかというふうに思います。 

  ただ、今回こういうことに対しては、下水処

理については災害が発生しても不能となるとい

うこと、そういう不安が解消されるということ

になりますので、市民のライフラインの一つが

保障されるということになっていくのではない

かというふうに考えているところでございます。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 処理場に関しては無償で電力を

供給していただけるというような答弁をいただ

いたわけですけれども、私なりに太陽光発電を

勉強させていただいたんですが、通常の状態で

メガソーラーで発電した電力を使用するという

ふうになってくると、電力会社から購入する価

格よりも売電価格が高いというようなことで、

通常においてはやはり発電した事業者から使う

というのは、ランニングコスト的に考えても余

りふさわしくないのかなというふうに私も思う

わけですけれども、やはり先ほども申しあげま

したとおり、災害が発生した場合ということに

なってくると、ちょっと考え方を変えなければ

いけないんだろうなというふうに思っておると

ころで、先ほど冒頭で市長の答弁にもあった本

市のメガソーラーの能力というのは、瞬間最大

発電出力が1,500キロワットというようなこと

でございまして、一般住宅に換算すれば約450

世帯分ぐらいの電力を供給できるというような

ことで、大変力強い数字というふうになるわけ

でございますけれども、やっぱりさまざまいろ

いろ自分なりにも勉強させていただくと、現状

の中ではやっぱり蓄電設備に多額の費用もかか

るというようなこともお聞きをしましたし、市

長の答弁にもあったとおり、離れた場所に送電

をしていくというようなことになってくると、

その送電線を確保するのにどうするかというよ

うなこともあるというふうに私もお聞きをしま

した。 

  そのようなことで、法的にも、そしてまたコ

スト的な課題等々、現段階ではさまざまなハー

ドルも高いのかなというふうに思ったわけです

けれども、くどいようですが、やはり行政が取

り組んでいるという事業でございますので、今

後の業界の進展等々も見きわめていただきなが

ら、災害時における活用が可能となるような検

討を引き続き進めていただきたいというふうに

思います。 

  最後の質問になりますけれども、再生可能エ

ネルギー事業については、まず御案内のとおり、

３.11における大事故や政府による各種施策の
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展開で、取り巻く環境は刻々と変化をしており

ます。本市においても、再生可能エネルギー事

業に助成金等も含め取り組みを前向きに検討す

べきと考えますが、市長の御所見をお伺いいた

します。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 再生可能エネルギーの活用促進

ということは、前にも申しあげておりますが、

地球環境の問題なども含めて鋭意取り組んでい

かなきゃならんというふうに思っておりますし、

寒河江市といたしましては、太陽光発電に係る

市有施設貸出事業を実施するとともに、また、

これまでやってまいりました市の住宅建築推進

事業補助金の中で、太陽光発電設備あるいは木

質ペレットストーブなどの設置に対して補助を

行うことができるというふうになっております

ので、一般住宅への導入ということについても

推進をしてきているところでございます。 

  しかしながら、御案内のとおり、太陽光発電

に係る固定価格買い取り制度の買い取り単価と

いうのが大変下落しているわけでありますので、

売電により利益を求めるということが難しくな

っている状況でございます。 

  こういう状況のために、今後は電気を初めと

するエネルギーの地産地消というものを推奨し

て、各家庭や事業者がみずから使用するエネル

ギーをみずからつくり出して利用していくとい

うような方策を検討していかなければならない

というふうに考えております。 

  また、県のほうにおきましては、「やまがた

森林（モリ）ノミクス」として木質バイオマス

発電、さらには木質ペレットなどの燃料供給、

バイオマス燃料機器導入に対する助成事業の拡

大、拡充など、平成28年度事業におきまして一

層バイオマスエネルギーの活用を推進していく

ことにしているところというふうに聞いており

ます。 

  また、風力発電についても、今までは海沿い

の地域ということでありましたが、内陸部にお

いても風力発電の可能性調査に取り組むという

ようなことで、再生可能エネルギーの広範囲な

エネルギーの調査に積極的に推進していくとい

うふうに伺っているところでありますので、寒

河江市におきましても国の制度あるいは県の有

利な制度などを活用して、大いに再生可能エネ

ルギーの導入に向かって積極的に取り組んでい

きたいというふうに考えているところでござい

ます。 

○國井輝明議長 柏倉議員。 

○柏倉信一議員 あえてこの事業について質問を

させていただいたのは、これは地方創生の取り

組みにも相当有効ではないかなというふうに考

えて取り上げさせていただきました。 

  何度か市長の答弁の中にもございましたとお

り、ライフラインというふうに言われる電気、

水というものを災害時に確保できるというのは

相当の売りになるというふうに思っております。

電気、水を災害時においても安定供給できるん

だということになれば、少し誇大表現になるか

もしれませんけれども、例えば日本一災害に強

い工業団地とか、日本一安心して暮らせるまち

とかというようなフレーズも前向きに使えると

いうふうに思いますし、企業誘致、人口減少、

大きい意味での対策に貢献できるというふうに

考えて取り上げさせていただいたわけでござい

ます。 

  太陽光発電はもとより、この再生可能エネル

ギー、事業全般について市長の答弁にもござい

ましたとおり、県も相当力を入れて取り組むよ

うでございますので、タイアップをしてぜひ検

討を進めていただきたいものだなというふうに

思います。 

  特に工業団地におきましては、くどいようで

すが、企業誘致には貢献できるものというふう

に思います。現在の工業団地の中でも木質バイ

オマス発電事業なんかを検討しておられるとこ
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ろもあるというふうに聞いております。こうし

た企業に助成金も含めて広い意味での再生可能

エネルギー問題に取り組んでいただきたいもの

だなというふうに思います。 

  総じて、ほとんどきょう私が申しあげたいと

いうような部分に関しては市長に御理解をいた

だきましたようなので、これ以上何も申しあげ

ることがございませんので、これで私の質問を

終わらせていただきます。 

  ありがとうございました。 

 

古沢清志議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号16番、17番について、

２番古沢清志議員。 

○古沢清志議員 公明党の古沢清志でございます。

よろしくお願いいたします。 

  東日本大震災から11日で丸５年となります。

私も当時を振り返ってみますと、山形市落合の

体育館には宮城県、福島県から数千人もの人が

避難され、大変な思いをしているのを目の当た

りにし、私も店にあるおにぎりやパンを持って

いき、ささやかではありますがボランティア活

動をさせていただきました。約２万人もの方が

犠牲になり、改めて哀悼の意をあらわすととも

に、お亡くなりになりました方の御冥福をお祈

りいたします。また、一日も早い復興を祈って

おります。 

  さて、ことし１月23日に子ども議会が開催さ

れ、私も傍聴させていただきました。市民各層

の意見として、こういう場を設けていただきま

して非常にいいものだなと思いました。また、

内容も充実していて、いい意見がたくさん出て

きたと思います。それに伴い、市長、教育長の

誠実な御答弁をお聞きしまして感銘を受けた次

第であります。 

  来年度の予算におきましても、子供たちの要

望が随所に見受けられてうれしく思っておりま

す。これからも子供たちの夢をかなえていって

いただきたいと思います。 

  さて、通告番号16番のインフラの維持管理に

ついてお伺いいたします。 

  市内にあって市の管理下にない樹木について、

事故等が発生した場合の対処について質問いた

します。 

  昨年６月13日に、県が管理する主要地方道天

童大江線の寒河江郵便局の前の街路樹が折れる

ということがありました。幸い、けが人もなく

大事には至りませんでしたが、通学路でもあり、

一つ間違えば大きな事故にもなりかねないとこ

ろでありました。 

  県道の管理は、あくまでも県が管理をすべき

であると思います。しかし、被害を受けるのは、

多くの場合、寒河江市民ではないかと思います。

このような突発的な事故発生を踏まえて、市内

にある市の管理下にない樹木等について、事故

等が起こらないための対応はどのようにされて

いるのかお伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 古沢議員から樹木の管理の体制

はどうなっているのかということで御質問をい

ただきました。 

  市内には全体で街路樹というのが5,184本あ

るというふうになっております。そのうち、国

が管理する国道112号線に23本、国道287号を初

めとする県が管理するのが1,611本、残りが市

で管理するということで3,550本、合わせて

5,184本ということで、６割以上が市で管理し

ている道路の街路樹と、こういうふうになるわ

けでありますから、市民の皆さんはこの街路樹

をどこで管理するかということは御存じない方

もいらっしゃるわけでありますので、まずいろ

いろあったときには市のほうに御相談をいただ

くと、市のほうでそういう対応について進めて

いくということで御理解をいただきたいという

ふうに思います。 
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  今回の寒河江郵便局前の街路樹の倒木につい

ては、県道であったわけでありますので、警察

署のほうから県のほうに連絡が行ったというふ

うに聞いております。市のほうでも職員が現場

に参りましたが、幹が折れましたけれども、幸

い、御指摘のとおり、通行人のけが、あるいは

自動車などの被害もなくてほっとしたというん

ですかね、そういう確認をしているところであ

ります。 

  そういうことで、６割が市道に関する街路樹

でありますから、多く市にいろんな相談、連絡

というのが来ることになっています。そして、

市のほうから、県道や国道であれば、速やかに

国であれば国、あるいは県道であれば県の道路

管理者のほうに連絡をするということになって

おります。そういう連絡を受けて、それぞれの

管理者が現場を見て、伐採などの必要性があれ

ばそういう事後処理に当たるということになっ

ているところでございます。 

  今後ともこういう市の管理下以外の街路樹な

どについて事故などが起こらないようにしてい

く対応ということになるわけでありますけれど

も、先ほど来申しあげておりますとおり、国に

おいては道路の維持管理計画というものがあり

ます。県のほうでも道路維持管理実施要綱とい

うものがありまして、日常的に道路パトロール

を行っているわけであります。枝折れとか病害

虫の発生状況でありますとか、樹木の傾斜の異

状など、いわゆる街路樹の健全性が阻害されて

いないかなどを目視によって点検を行っている

というふうになっております。 

  市のほうでも、国や県のマニュアルに準じて

同じように道路パトロールで安全点検をしてい

るという状況であります。市の職員が直接安全

点検を行っていると同時に、樹木管理を委託し

ている事業者の皆さんにもそういう安全管理と

いうものを指導させていただいているというこ

とで、そういう情報については、もちろん市道

についてだけを市の職員が見るわけではなくて、

道路全体を見ていきますから、国道や県道など

についての異状などについても発見をするとい

うことがありますから、まずお互いにそれは国、

県、市で情報を共有していくという、そして活

用していくということにしているところでござ

います。 

  最近、全国的な異常気象などで突風とか竜巻

とか、そういうことがありますから、樹木の倒

木による事故なども発生しやすい気象状況にな

っているのでありますので、それぞれの道路管

理者についてはさらに気を引き締めて安全点検

に努めているところでありますし、今後とも市

のほうでも国や県とも十分協力を行いながら、

よりよい道路環境の確保に努めていきたいとい

うふうに考えております。 

○國井輝明議長 古沢議員。 

○古沢清志議員 ありがとうございます。未然に

防止して、事故等がないようにお願いしたいと

思います。 

  続きまして、集水ますの維持管理についてお

伺いいたします。 

  次は、市民から相談を受けた内容でございま

す。陵南中学校の付近で道路に少しくぼみがあ

って、雨が降ると通学している中学生に水がは

ねるので、道路のくぼみを補修してほしいとの

相談をいただきました。 

  翌日、明るいときに確認しましたら、くぼみ

もありましたが、車道の両側にある集水ますが

落ち葉で詰まっておりました。水がはねる原因

は、多少のくぼみと集水ますが機能していなか

ったことが考えられます。 

  それから、もう一つ事例があります。昨年７

月22日に大雨が降ったため、翌日被害がないか、

緑町地内を見回したところ、小屋の中から家財

道具を出して乾かしている家がありました。話

を聞いてみると、昨晩道路が冠水し、小屋まで

水が入り、居合わせた方が集水ますのふたにた
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まっている落ち葉を取り除いたら水が引いたと

いうことでありました。小さな落ち葉ですが、

多量に集まれば被害を起こしてしまいます。 

  このように、市道にある集水ますには泥や落

ち葉などがたまっているものもあるのではない

かと思います。ここに手をかけるとなると、町

内会などの協力がないと管理が行き届かないと

思いますが、その方針についてお伺いいたしま

す。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 集水ますの管理ということで御

質問をいただきましたが、先ほど異常気象で突

風やそういう竜巻なんかが多いというふうに申

しあげましたが、もう一つ、やっぱり局地的な

豪雨というものも各地で発生をしている状況で

ありまして、それに伴って雨水、排水による被

害というのがふえているというふうに聞いてお

ります。 

  市におきましても、今後これまで冠水のあっ

た箇所の集水ますを中心に定期的なパトロール

で重点的に点検をするなどの未然の被害防止に

努めていかなければならないというふうに考え

ているところでございます。 

  議員の御質問のように、大雨での集水ますに

よる被害防止、さらには初期対応を行っていく

ためには、先ほど古沢議員のお話にもありまし

たけれども、地域の皆さんから協力をしていた

だくということがどうしても必要になってくる

というふうに考えております。町会ごとにそれ

ぞれ条件あるいは状況などが違うというふうに

も思いますけれども、これまで町会の中で冠水

をした場所でありますとか、地形的に冠水の発

生が予想される箇所などについては、ぜひ情報

を教えていただく、また、いざというときに素

早く情報を伝達する、あるいは交換できるよう

な連絡体制、連絡網の構築などということが必

要でありますし、それにはやっぱり町会の皆さ

んから御協力いただくというようなことが必要

になってまいりますので、この管理の手法のマ

ニュアルなどについてこれから十分検討させて

いただきたいというふうに考えているところで

ございます。 

○國井輝明議長 古沢議員。 

○古沢清志議員 ありがとうございます。 

  続きまして、農業用水の安全確保についてお

伺いいたします。 

  昨年の第４回定例議会の折に、新政クラブの

阿部議員が市街地を流れる用水路、排水路につ

いて一般質問しておりましたことと多少ダブる

面があると思いますが、なるべくダブらないよ

うに質問させていただきます。 

  西寒河江駅から陵南中学校あたりにかけて、

二十数年前は航空防除ができるほど広域にわた

る田園地帯でありました。昨今、急激な宅地化

により水田はほとんど見られない状況になりま

した。水田を耕作しているときは、農家の方が

用水路、排水路の泥上げや草刈り等もされてお

りましたが、水田がなくなった途端、水路の管

理をしなくなってしまいました。 

  これまでは受益者がある程度管理をしていま

したが、不必要となると、そこの住民が管理と

いうか負担しなければならないというふうに変

わってきました。水路からは悪臭が漂い、ボウ

フラが湧き、水路に隣接する住宅を購入した人

は、家を買って裏の窓は１回もあけたことがな

いと言っておりました。最近では、デング熱や

ジカ熱といった蚊の媒介による病気も発生して

おります。 

  土地改良区とも密接に関係してくると思いま

すが、市民が安全な生活を送る上で、定期的に

水を流していただけるよう市のほうからも連絡

をとっていただきたいと思います。 

  また、水を流すとなるとお金もかかってくる

と思います。その辺も含めて将来的な課題にも

なると思いますが、水路にふたなども考えとし

てあると思いますが、水路の安全管理について
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お伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 農業用水路の安全確保というこ

とで御質問をいただきました。 

  御指摘のように、宅地化などによって水田が

なくなったり、現在この用水を使用していない

農業用水路などについては、農業用水路として

使用しなくても雨水の排水路の役割も果たして

いるわけであります。そういった意味で、その

地域においてなくすことができないその公共物

というふうになっているというふうに十分認識

をしております。 

  古沢議員からは、西寒河江駅から陵南中学校

にかけてというようなお話がありましたが、そ

この地域のみならず全般的な一般的なお答えを

させていただきたいというふうに思います。 

  御案内のとおり、水路を衛生的に保つ措置と

しては、水を定期的に流す、あるいは乾燥状態

に保つということが必要でありますけれども、

現場の状況に応じて適切な方法はどちらか、ど

ういう方法かということを十分検討する必要が

あるわけであります。 

  水を流すことができる農業用水路については、

住環境向上のため、先ほどの場合ですと、沼川

水環境改善事業として一定水量を通水できるよ

うに土地改良区と協議していかなきゃならんと

いうふうに今考えているところでありますし、

また、水を流すことのできないような農業用水

路について、雨水だけの排水というふうになり

ますから、水たまりができないような適当な傾

斜をつけるということが可能かどうか、調査を

して対応していくことが必要だというふうに考

えているところであります。いずれにしても、

置かれた現場の状況などを見ながらいろんな手

法を考えていきたいというふうに思います。 

  また、水路にふたをかけてみることもできな

いのかというような御質問でありますが、水路

の幅あるいは危険性なども十分勘案して、そう

いうことが可能かどうか、現場に応じて対応し

ていく必要があるということになろうかという

ふうに思います。 

  御指摘の箇所などについては、いろいろ調査

をさせていただきたいというふうに思いますし、

一般的にそういういろんな方法で何とか環境改

善を図っていきたいというふうに思います。 

  しかしながら、我々の取り組みのみならず、

御指摘がありましたが、泥上げとか草刈りなど

についても、地域の皆さんから御協力をいただ

く、あるいは土地改良区などからも御協力をい

ただくということが必要でありますから、それ

ぞれ行政もあわせてその共通の認識というもの

を持ってお互い理解をしながら取り組みを進め

ていくということが何といっても不可欠であり

ますので、ぜひ御理解をいただきながら環境改

善に取り組んでいきたいというふうに考えてお

ります。 

○國井輝明議長 古沢議員。 

○古沢清志議員 ありがとうございます。 

  続きまして、公園の維持管理についてお伺い

いたします。 

  町内会等では、地域の公園の維持管理活動に

対して市から謝礼をいただいており、大変感謝

されているようです。しかし、町内会等では、

対応できない高所での樹木剪定作業や防球ネッ

ト、ベンチなどの修繕などについては要望書を

提出しておりますが、なかなか進まない場合が

あるということもお聞きしております。 

  このようなことがありますので、地域にある

公園の維持管理についてお伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 公園の維持管理についての御質

問でありますが、市が管理している地域の公園

の維持管理については、基本的には市が行うと

いうことになるわけでありますけれども、もち

ろん利用されている地域の皆さんからのいろん

な形での御協力というものをいただいていると
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いうふうになっております。 

  この維持管理の作業ということになりますと、

高いところでの作業を伴う樹木の剪定、それか

ら大規模な病害虫防除など、さらには地域の皆

さんで対応できないような専門的な作業などに

ついては市で行わせていただいております。 

  また、先ほどもお話し申しあげましたが、草

取り、除草でありますとか、低い樹木の剪定と

いうんですかね、あとはごみ拾いとかトイレ掃

除などは、本当に地域の皆さんから御協力をい

ただいているわけでありまして、そういった御

協力に対して謝礼をお支払いしているというの

が実情であります。 

  それから、いろんな公園に設置をしているブ

ランコなどの遊具でありますとか、フェンスな

どの施設などについても、市のほうで平成24年

度に実施した都市公園遊具等安全点検結果とい

うものがありますが、それに基づいて計画的に

対応しているところでございます。 

  先ほどお話がありましたが、それぞれの施設

などの修繕については、地域の皆さんから要望

書をいただいていて、その要望書に基づいて危

険性の度合いでありますとか、緊急性あるいは

必要性なども十分考慮しながら、総合的に判断

をして対応させていただいているということで

ございますが、先ほど御指摘がありましたとお

り、なかなか要望に応え切れていないというふ

うになっているようでありますから、ぜひでき

るだけ要望に応えられるように、地元の皆さん

からも御協力をいただいて努力していきたいと

いうふうに考えているところでございます。 

○國井輝明議長 古沢議員。 

○古沢清志議員 ありがとうございます。公園に

よりましては切実なところもありますので、ど

うか要望に応えられるようにお願いしたいと思

います。 

  続きまして、通告番号17番の子育て支援につ

いてお伺いいたします。 

  少子高齢化や核家族の進行など、子供や子育

て世帯を取り巻く環境は大きく変化していると

ころであります。保育所の入所申し込みにつき

ましては、特にゼロ歳児の申し込みが年々増加

しているとお聞きしております。また、育児休

暇も思うほどとれないこともあるとお聞きして

おります。若い世代の方々は、仕事をしないと

家計的にも厳しい状況の中にあると思います。 

  そういう状況の中で、市ではゼロ歳児の受け

入れの拡大をするため保育所の整備をしてきた

と思いますが、その状況と今後の取り組みにつ

いてお伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市において初めて認可保

育所でゼロ歳児の受け入れを行いましたのが市

立保育所たかまつ保育所で、平成16年度に定員

５名ということでスタートしたところでありま

す。 

  その後、平成23年度にゆりかご子ども園とし

ばはしさくらんぼ子供園が、そして平成27年度

にはさがえさくらんぼ子供園とあおぞら保育園

が、届け出保育施設などから民間立の認可保育

所に移行して、ゼロ歳児の受け入れ枠の拡大と

いうものを図ってきていただきました。 

  現在、この４つの民間立保育所で合わせて50

名のゼロ歳児の受け入れをしていただいている

ところでございます。 

  御案内のとおり、寒河江市におきましても、

核家族化世帯などの増加に伴いまして、ゼロ歳

児を含む低年齢児の保育ニーズが年々高まって

いるところであります。そうした状況を踏まえ

て、平成28年度からは寒河江第二幼稚園を幼稚

園から幼保連携型認定こども園に移行して、ゼ

ロ歳児の児童の受け入れを12名ふやしていただ

くことにしておりますし、また、届け出保育施

設などであります第２さくらんぼ子供園を認可

施設へ移行して、ゼロ歳児を８名ふやしていた

だく。さらに、寒河江やすらぎの里保育園も認
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可施設へ移行して市の受け入れ枠を設けて、ゼ

ロ歳児分は３名ということで、３園合わせて23

名のゼロ歳児の受け入れを拡大していただくと

いうことで対応してきているところであります。 

  これからもゼロ歳児のニーズが高まっていく

と予想されますので、市としてもゼロ歳、１歳、

２歳、低年齢児の受け入れ枠の拡大については

計画的に対応を進めていかなければならないと

いうふうに考えております。 

○國井輝明議長 古沢議員。 

○古沢清志議員 ありがとうございます。 

  遠藤議員からも保育所のことがありましたけ

れども、やはり当人にしてみると、もうせっぱ

詰まったことがひしひしと伝わってきてまいり

ますので、その辺も保育所の整備をやっておら

れると思いますが、今後もよろしくお願いした

いと思います。 

  以上をもちまして質問を終了いたします。あ

りがとうございました。 

○國井輝明議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時といたします。 

 休 憩 午前１１時５０分  

 再 開 午後 １時００分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

 

内藤 明議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号18番から21番までにつ

いて、15番内藤 明議員。 

○内藤 明議員 最後の一般質問になりまして、

午後から１人ばかりでありまして大変恐縮であ

りますが、しばらく時間をおかしいただきたい

と思います。なお、持ち時間を全部使おうなん

ていう考えは毛頭ありませんので、適切な答弁

のほうをよろしくお願いしたいというふうに思

います。 

  通告しておりますそれぞれの課題について市

長に御質問をさせていただきますので、答弁の

ほどよろしくお願い申しあげたいと思います。 

  最初に、通告番号18、適正な競争による地域

経済の活性化とサービスの質の向上を図る公契

約条例の制定について、お尋ねをいたします。 

  公契約条例の制定については、前にも一般質

問で申しあげておりますので、その意味につい

てはそのときに詳しく述べさせていただいてお

りますので、ここでは省略させていただきまし

て、早速質問に移りたいと思います。 

  本市においてもそうですが、地方自治体にお

いて近年、行政目的を遂行するために公共事業

や行政事務等の分野で民間事業者への発注や指

定管理業務委託等によって行われるケースが数

多くなっております。問題は、その際に価格競

争の激化とともに、サービスの質の低下やそこ

で働く人々の低賃金、そして労働条件の悪化等

が全国的に明るみになってきているわけであり

ます。 

  私は、こうした行政関連事業で官製のワーキ

ングプア等は絶対にあってはならないというふ

うに考えておりますし、それぞれの自治体で公

契約条例を制定して、適正な競争によって地域

経済の活性化を図るとともに、サービスの質の

向上を目指すべきと思っております。先日の一

般質問の中で、保育士の賃金についても話題と

なっておりましたが、公契約条例があればそれ

は防げることであります。 

  全国的にこうした経済状況を反映してか、公

契約条例を制定する自治体がふえておりますし、

条例制定への私の思いも日を追って募るばかり

であります。 

  ここで、改めて市長の公契約条例に対する御

見解を承りたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 内藤議員の御指摘のとおり、近

年の行革あるいは構造改革などの進展によって、

全国的にこれまで直営で提供されていたサービ
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ス分野においても指定管理者制度を含む公契約

を通した民間事業者の進出が進んでまいったと

ころであります。それに伴って、労働条件の低

下あるいは公共サービスの質の低下などが課題

として御指摘され始めたということは、十分

我々も認識しているところでございます。 

  こうした課題を解決していくべく、公契約条

例については、平成21年７月１日に国で定めた

公共サービス基本法に基づいて全国的に制定さ

れ始めてきたところであります。現在、全国で

約30の自治体が条例や要綱を規定しているわけ

であります。うち18の自治体が賃金条項を定め

ているという状況にあります。 

  しかしながら、まだまだ多くの自治体では、

実際の労働条件が企画書どおりになっているか、

また、そのチェックをどうするかなどの制度の

運用面における懸念などがありまして、制定ま

で踏み込めないでいるという状況になっている

というふうにも認識しているところであります。 

  寒河江市におきましては、建設工事に係る委

託業務についてダンピングの防止や元請と下請

との関係の適正化、さらに労働者の雇用、賃金

の確保、担い手不足の解消などを目的として、

低入札価格調査制度取扱要綱の改正、さらには

建設工事元請下請関係適正化指導要綱の見直し

などを行って、入札制度の改善を行ってきたと

ころでございます。 

  また、指定管理者制度については、人件費に

係る積算については、ハローワーク寒河江で取

りまとめている職種別の求人求職賃金情報を参

考にするなど、改善に努めてきたところでござ

います。 

  議員が御指摘の適正な競争による地域経済の

活性化と公共サービスの充実を進めていくため

には、引き続き調査を進めながら、公共サービ

スに従事する方々の賃金体系の確立などについ

てはさらに国へ要望するなど、統一的な積算を

行っていく必要があるものと考えております。 

  加えまして、事業者の方々あるいは労働者の

方々の理解が深まっていくような仕組みづくり

というものも大事であろうというふうに思いま

すので、そうしたことに十分配慮しながら、国

の公共サービス基本法の趣旨にのっとって国や

県などへの働きかけを進めながら、引き続き検

討を進めてまいりたいというふうに考えている

ところでございます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 一定の見解が示された後で、そ

の答弁の後でまたさらに深く質問をするという

のはちょっと気が引けるわけでありますけれど

も、先ほど市長が申されましたように、公共サ

ービス基本法が制定されて、これは議員立法で

制定されているわけでありますけれども、その

11条にうたわれてありますけれども、その11条

には官民を問わず公共サービスに従事する者の

適正な労働条件の確保と労働環境の整備に関し

て必要な施策を講じるよう努めるものとすると

いうふうな条文があるわけであります。 

  つまり、私は、先ほど申しあげました公契約

条例などはまさにそのことを具体化するもので

あるなというふうに思っているわけであります。

重ねて言って大変恐縮ですが、そのことも踏ま

えまして今の御見解を承りたいというふうに思

います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 そういう法の趣旨を十分踏まえ

て、そういった公契約条例などについて、それ

ぞれの自治体でいろいろ研究、検討を重ねてい

るわけであります。 

  寒河江市におきましても、御答弁申しあげま

したとおり、いろいろ状況を踏まえながら検討

しているわけでありますが、先ほどこれも答弁

申しあげましたが、なかなか全国的に見ると、

まだそういう多くの自治体ではいろいろ制定ま

では踏み込めていない状況にあるというふうに

思っております。 
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  そういった課題は、先ほども申しあげました

けれども、事業者あるいはそこで働く労働者の

皆さんからさらに理解を深めていくような仕組

みづくりというものをなかなか構築していくと

いうことについてさらに検討の余地があるとい

うふうに思っているところでありますので、そ

ういったことにさらに我々としても引き続き検

討を深めながら、基本法の趣旨にのっとって取

り組みを進めていけるように努力してまいりた

いというふうに考えております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 さまざまな問題があることは承

知をしておりますけれども、今、市長の答弁に

あったようなことも含めてやっぱり自治体側と

して労働者側あるいは経営者側等にも啓蒙を図

っていくというふうなことも重要なことだろう

というふうに思いますので、再度御答弁を求め

ることはいたしませんけれども、さらに御検討

をしていただいて、地域の経済の活性化が図ら

れるようなシステムにしていただきたいなとい

うふうに思っておりますので、さらなる御検討

をお願いしたいというふうに思います。 

  引き続きまして、19番の福祉としての国民健

康保険の運営についてお尋ねをさせていただき

たいと思います。 

  近年、本来国民の命を守るはずの国民健康保

険をめぐって、国保税に起因する滞納や取り立

てなどで生存権を脅かすような事態が広がって

いるとマスコミ等で指摘をされております。 

  国保税については今年度、本市においても増

税がなされ、高い国保税にあえぐ市民の声を多

く耳にしておりますし、滞納状況、あるいは滞

納している市民に対する行政としての対応策が

非常に気がかりであります。 

  そこで、初めにお伺いいたしますけれども、

ここ数年の収納率の推移と今年度の収納率の見

込みの数値を教えていただきたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 収納状況ということでお尋ねが

ありましたので、お答えをします。 

  国保税の過去３年間の収納状況でありますが、

平成24年度が72.04％、平成25年度が72.46％、

平成26年度が72.28％ということであります。 

  また、平成27年度の収納率の状況であります

が、年度途中でありますが、１月末現在で

58.82％になっております。これは、前年同月

比で前年同月が56.81％でありましたので、前

年度を上回って推移している状況というふうに

理解しています。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 収納率が落ち込んでいるんじゃ

ないのかなというふうに心配したわけでありま

すけれども、前年度よりも現在のほうがいいと

いうようなことでありました。大体72％、73％

まで行かないですね、大体そんな推移をしてい

るようでありますけれども、そういう意味では

今年度国保税を上げたから今年度は低くなった

というわけではないようでありますから、そう

いう意味では安堵しておるわけでありますけれ

ども、つまりマスコミ等でなぜそういうふうな

問題が提起されるかというと、やっぱり御承知

のように、収納率によってつまり調整交付金に

差をつける、上げると多くなるような一つのシ

ステムがあるわけでありまして、仕組みがある

わけでありまして、そういうところでやっぱり

各自治体とも頑張っているというか、そういう

ふうになるんだろうなというふうに思っており

ますけれども、ただ、そういうふうなものを続

けていきますと、結果的に生活困窮者を医療か

ら排除するというふうなことにつながるんじゃ

ないのかなというふうな心配があります。そん

な制度を、早くやっぱり助けるというか直すと

いうようなことが重要なことだというふうに思

いますけれども。 

  そこで、次に、保険税の納税が滞納すると、

通常、保険証にかわる短期保険証と医療機関窓
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口で一旦金額を支払う資格証明書の交付がある

わけでありますが、その交付件数の推移と今年

度の交付状況についてお伺いをさせていただき

ます。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 お尋ねの短期被保険証並びに被

保険者資格証明書というのは、毎年８月の被保

険者証の一斉更新の際に、庁内で組織する滞納

措置審査委員会において滞納状況あるいは納税

相談の状況などを審査した上で交付をしている

ところであります。 

  交付の状況でありますが、短期被保険証につ

いては、平成25年度が248世帯、平成26年度が

190世帯、平成27年度は187世帯というふうにな

っております。 

  また、被保険者資格証明書でありますが、平

成25年度については102世帯、26年度は123世帯、

平成27年度は79世帯となっております。 

  納税相談あるいは分割納税による滞納状況を

解消しようというような世帯がふえていること

によって、いずれも徐々に減少している状況に

あるというふうに認識をしているところでござ

います。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 市民の納税意識が高いのか、あ

るいは多分生活は厳しいんだけれども迷惑はか

けておれないというふうな気持ちの中でそうい

うことがなされているのだろうなというふうに

思いますけれども。 

  そこで、納税についてはさまざまな税目があ

るわけでありますけれども、全国的に滞納して

いるさまざまな税の中で国保税が一番高いとい

うふうに言われているわけでありますけれども、

それはこのところの雇用形態など、あるいは社

会保険料の負担増などで、滞納者の多くが国保

だけではなくてさまざまな税目で滞納している

というようなことが考えられますけれども、本

市における実態はどのようなものか、おわかり

になれば教えていただきたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 国保税の滞納者の実態というこ

とでありますが、主な原因としては、御案内の

とおり、景気低迷による厳しい経済情勢が続い

たことなどから、自営業者の売り上げ減少や廃

業、企業の業績不振に伴うリストラ、退職によ

る収入減少などのほかに、突然の病気やけが、

離婚などによって生活状況が一変したケースな

どがあるようでございます。 

  こうしたことから、国保税以外の税目につい

ても滞納になるケースがあるわけでありまして、

平成28年１月現在の国保税の滞納者については

1,012人ということになっておりますが、その

うち他の税目、市民税や固定資産税、都市計画

税、軽自動車税などの税目も滞納している者は、

うち609人となっているところであります。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 さまざまな税目の中で滞納なさ

れている人もおるというような結果だというふ

うに思います。 

  そこで、特に国保税はそういう意味では税額

も高いというようなことがありまして、非常に

大変な状況になっているというふうに思います

が、そうした最大の理由は、何回も私は申しあ

げているので市長も御承知のとおりで、市長も

多分私たちと同じような気持ちだろうというふ

うに思いますが、国の社会保障に対する抑制策

があるわけでありまして、つまり国保に対する

国庫支出金の削減といいますか、1984年までは

約45％、今は約25％しか国庫から入らないよう

な状況になってきているわけでありますね。 

  それで、国保に関しては被用者保険のように

事業主の負担がないわけでありますから、公費

の負担がどうしても欠かせない、絶対に必要な

要件だというふうに私は思っております。私は、

国保は福祉でやるのが究極の目的だというふう

な、そうした原点に立ち返りまして、やっぱり
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国が本来なすべきことでありますけれども、そ

うした状況にないときにはやっぱり行政側とし

て当面は一般会計よりダイレクトに法定外の繰

り入れを行って、先進地に倣いながら市民の負

担を軽減していただくような措置が必要なんじ

ゃないのかなというふうに考えております。 

  これも前に市長の御見解を伺ったことがあり

ますけれども、再度市長の御所見を伺いたいと

思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 国民健康保険の運営については、

加入者の年齢構成がだんだん高くなってきてい

る、それからそれに伴って医療費の水準も高く

なっている、一方で所得水準は高くなっている

わけではないというような状況であります。増

加する医療費に対して保険税率が上昇傾向にあ

るというのが、全国的にそういう構造的な問題

だというふうになっているわけであります。 

  そのために、国においても国保の財政運営の

安定化を図るという観点から、医療給付費など

に対する国県支出金のほかに前期高齢者交付金

制度、さらには保険基盤安定制度などを設けて、

国保への財政支援を行っているところでござい

ます。 

  御質問の一般会計からの法定外繰り入れにつ

いては、寒河江市におきましては子供の医療費

無料化等の地方単独事業に対する国の負担金削

減を補塡するという意味で、平成23年度から毎

年2,000万円を、そして昨年度、平成27年度か

らは給付基金の安定化のためにさらに1,000万

円を追加して、合計3,000万円の繰り入れを行

っているところであります。 

  この寒河江市の繰り入れの取り組みというの

は、県内13市を見ますと、御案内かと思います

が、山形市を初め４つの市では行っていない状

況であります。残り９市は行っているわけであ

りますけれども、これを平成27年度の国保の当

初予算に占める割合で比較をしますと、寒河江

市は0.6％ということで県内では最も高い繰り

入れの割合というふうになっているところであ

ります。 

  内藤議員の御指摘のように、本来国で対応す

べき課題だろうというふうにも思いますが、国

においては今年度から保険基盤安定負担金を

1,700億円増額して、平成29年度からはさらに

1,700億円を積み増しして、合計3,400億円の増

とする予定でございます。平成30年度からは国

保の都道府県単位に向けてスタートするわけで

ありますけれども、その財政支援を強化すると

いう方針のようであります。 

  そうした状況でありますので、寒河江市とい

たしましても、今後の国や県の動向を見据えな

がら、さらに収納率の向上に努めていかなけれ

ばなりませんし、また、特定健診の受診率の向

上でありますとかジェネリック医薬品の推進、

さらにはデータヘルス計画に基づく保健事業、

重症化予防の実施など、医療費の適正化のため

の手段をさらに講じて、国保財政の安定化に努

めていきたいというふうに考えているところで

ございます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 さまざまな取り組みというのは

大変重要なことだというふうに思いますけれど

も、やっぱり高い税金をできるだけ低く抑える

というのは、私は、それは自治体の長の一つの

使命じゃないのかなと、こういうふうに思って

おります。当然、今、市長が答弁されたさまざ

まな行政としての取り組みはまさにそのとおり

だろうというふうに思いますけれども、これも

前にも申しあげました、もう少しダイレクトに

ぜひ御検討いただきたいなというふうに思って

おります。これはもう答弁はいいです。 

  次に、国保税について、つまり最も所得の低

い人が大変な状況になっているというふうなこ

とがありまして、それぞれ軽減率なんかを採用

しているわけでありますけれども、そうした中
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で滞納者があるとその分がさらに国保税の上に

積み重なるようなことになって、悪循環になっ

ているというふうに言われます。 

  そういうふうな視点で申しあげますと、本市

で採用している国保税の算出根拠としている応

能分の資産割について廃止すべきじゃないかと

いうふうな御見解があるわけでありますが、私

も最近どうもそういうふうな気がしてなりませ

ん。市長の御所見を伺いたいというふうに思い

ます。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 内藤議員の御指摘のとおり、寒

河江市におきましては、国保税の算定は従来か

らいわゆる４方式をとっており、資産を保有し

ていることによる応能負担分の一つとして資産

割を課税にしているところでございます。県内

でも山形市を除く全ての市町村で採用されてい

るという状況にあります。 

  ただし、この資産割については、収入を生ま

ないのに課税されるということのために、特に

低所得者の方々には負担が重く、廃止すべきで

はないかという御議論があるわけであります。

内藤議員の御指摘のとおりであろうかというふ

うに思います。 

  しかしながら、資産割をなくすということに

なると、残りの所得割、平等割、均等割でその

必要な保険税額を確保していくということにな

りますから、別の面で負担がふえる場合が生じ

てくると。こういうことになるわけですね、資

産がない方にとってはですね。そういうことが

ありますので、ここは慎重に検討していく必要

があるというふうに思っております。 

  一方で、30年度からは県単位で国保運営がな

されるということになって、県が財政運営の責

任主体と、こういうふうになっていくわけであ

ります。県のほうで国保の運営に必要な保険料

の納付金を今度各市町村に割り振るという形に

なります。 

  その際、基準の保険料率及びその算定方式、

つまり４方式にするか３方式にするか２方式に

するか、いずれかを示していくこととされてお

ります。それを受けて、各市町村は被保険者の

急激な負担の変化にならないように、十分配慮

しながら示された保険料を算定方式に近づけて

いくということになるわけであります。 

  そういう意味で、今そういう途中経過であり

ますので、検討の状況なども十分我々のほうで

見据えながら、また、周辺の自治体の状況など

も見ながら、今後、保険料算出方式のあり方に

ついて国保運営協議会などの意見なども十分拝

聴して検討していかなければならないというふ

うに認識をしているところでございます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 後ほど広域化についての条件に

ついてもお伺いをいたしますけれども、先ほど

市長も申されましたけれども、つまり資産割に

ついてはいろいろ議論があるところでありまし

て、一つには大きな問題はやっぱり所得のない

人でも資産があれば、所得を生み出さない資産

があるわけですね。売ればお金にはなるんだろ

うというふうに思いますけれども、それによっ

て課税されることによっての状況が新たに生ま

れるということでありますから、さらにまた、

固定資産税は固定資産税ということで支払いを

している、したがって二重課税だというような

議論もあるわけでありまして、それはやっぱり

今後県単位のシステムになればやっぱり検討を

要する必要があるんじゃないのかなということ

を申しあげておきたいというふうに思います。 

  それから、さらに今度県単位になりますと、

どういうふうな扱いになるかわかりませんけれ

ども、例えば固定資産それぞれ、例えば自分が

住んでいる町外、同じ県内の中にあってもお持

ちになっている方があろうというふうに思いま

す。それを名寄せするということになりますと、

それは厄介な仕事になりますので、そういう状
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況も生まれてくるというふうに思いますので、

その備えというか、30年度ですか、2018年度を

境にしてやっぱりさらなる検討をしていただく

ように要請をしておきたいというふうに思いま

す。 

  それで、国保に関する最後の問題ですが、今

申しあげましたように、2018年から税制の運営

主体を都道府県に移すというようなことになっ

ていますけれども、現在の準備状況や見通しな

どについてお伺いをさせていただきたいと思い

ます。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、平成27年、昨

年５月に持続可能な医療制度を構築するための

国民健康保険法の一部を改正する法律というも

のが成立をして、平成30年度からは国保の運営

が県単位化されまして、都道府県が市町村とと

もに国保の運営を担うということになっており

ます。財政運営については県が責任主体となっ

て、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確

保等に中心的な役割を担っていただくというこ

とになっております。そして、都道府県内の統

一的な国保運営方針を示して、市町村が担う事

務の効率化、標準化を推進するということにな

っております。 

  具体的には、県が県全体で必要となる医療費

を算定して、そのために必要な保険料を納付金

として市町村に通知するということになります。

市町村ごとの納付金は、医療水準や所得水準を

もとに県が決定するということになっておりま

すけれども、これを積算するためのシステムに

ついては現在国において開発中であり、ことし

の秋ごろまでには完成の予定だというふうに伺

っているところであります。 

  また、各市町村においては、県から通知され

る納付金を納付するために必要となる保険料率

を算定して、被保険者に賦課、そして徴収する

ということになるわけでありますが、保険料率

の具体的な検討に入っていくのは平成29年度か

らになるものというふうに認識をしているとこ

ろでございます。 

  また、被保険者の資格管理あるいは保険給付、

ヘルス事業等、住民に身近な事務については引

き続き市町村が担うということになりますので、

これは関係機関団体とも十分連携を強化して取

り組んでいく必要があるというふうに思います。 

  まだ動き途中でありますので、今後とも国、

県の動向を注視しながら情報収集に努めて、国

保運営の県単位化が円滑に移行できますように

適切に対応していきたいというふうに考えてお

ります。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 続きまして、通告番号20、下水

道事業の地方公営企業会計への移行についてお

尋ねをさせていただきます。 

  下水道事業の公営企業会計への移行は、水道

事業を見ればさほど問題はないものというふう

に思われますけれども、私は基本的には市民サ

ービスの向上を図ることこそ重要なことだとい

うふうに考えております。 

  会計方式が変わることによって、総務省で掲

げるような経営の健全化や透明性の向上が図ら

れるということは私には考えにくく、経営の健

全化や透明性は現行制度でも十分図られている

のではないのかなと、こういうふうに思ってお

ります。 

  そこで伺いますが、そうした会計への移行に

よってどのようなメリットがあるのか、御答弁

をいただきたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 下水道事業の地方公営企業会計

への移行に伴うメリットということであります

が、下水道事業、高度経済成長とともに整備が

進められてまいりました。普及率を高めていく

ということに主眼を置いて取り組まれてまいり

ましたから、今の現金主義による単式簿記を採
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用している官公庁会計を採用してきたわけであ

りますけれども、それでもさほど不都合はなか

ったというふうに思います。御指摘のとおりだ

というふうに思いますが。 

  しかし、現在その環境等の整備もある程度一

段落をして、逆にまた施設の老朽化に伴う更新

投資などがふえてきております。また、人口減

少に伴う料金収入などが減少していくというこ

とが見込まれる中で、御指摘のような下水道事

業、必要な住民サービスを将来にわたって安定

的に供給していくための方策、いわゆる運営管

理、経営といった視点の必要性に迫られてきて

いるというふうに思っているところであります

ので、そういった状況を踏まえて現在の施設と

いうものを資産として捉え、現状を把握し、再

整備の時期を認識して、その資金を経営の中か

ら見出していくということが必要になってきて

いるんだというふうに思っているところであり

ます。 

  現在の官公庁の会計ではこれになかなか対応

できないということがありますので、経営管理

に主眼を置いた企業会計へ移行する必要性が生

じてきているというふうに認識をしているとこ

ろであります。 

  企業会計によりまして、資産や負債、収益と

費用などが整理されていくということになりま

すから、経営状況が今よりもさらに明確になっ

て、総合的な事業管理を行うことができるとい

うふうになります。さらに、損益計算などによ

りまして使用料の対象原価が明らかになってま

いりますので、適切な下水道使用料の算定が可

能というふうになっているところでございます。 

  国におきましては、平成26年６月24日の閣議

決定におきまして下水道事業などに対して企業

会計を促進することが決定されておりまして、

御指摘のとおり、総務省から適用に向けたロー

ドマップというものが示されて、人口３万人以

上の自治体が行う下水道事業などについては平

成27年度から平成31年度までの期間に公営企業

会計に移行するというふうにされているところ

であります。 

  寒河江市におきましても、そうした動きを受

けて対応していく考えであります。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 今の市長の答弁の中にもあった

わけでありますが、その企業会計システムに移

行することによって損益計算書が出たり、ある

いはその中での料金の算定が可能になるという

ようなことで、そこで私はまた一つ心配するわ

けでありますけれども、つまりそうした企業会

計への移行ということで、企業としてのつまり

独立採算制が求められるんじゃないのかなとい

うふうに思っております。 

  そうしますと、効率的なところにはつまり投

資はするけれども、余り効率的ではないところ

には投資をしない、つまり整備は進みにくくな

るんじゃないのかなと、こういうふうな一方で

の懸念があります。 

  また、その会計方式によりますと、当然複式

簿記というふうになるわけでありますから、伝

票の処理あるいは事務の煩雑さ、こういうこと

が生じるなどデメリットも出てくるというふう

に思いますけれども、そうしたことに対する市

長の御見解を伺いたいというふうに思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 メリットもあればデメリットも

多いのではないかというような御指摘かと思い

ますが、複式簿記、さらに伝票処理などについ

てはやっぱり一時期的に業務量が増加するとい

うことが見込まれております。また、複式簿記

会計などについては専門的な知識が必要となる

というふうに思います。また、移行していくた

めの事務には、時間、労力、費用というものが

必要になってくるというふうに思っているとこ

ろでございます。 

  しかしながら、寒河江市役所の中でも水道事
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業所などは既に企業会計を導入しているところ

がありますから、そういったところからいろい

ろ情報収集、聞く、研修するあるいは教育をす

るということが必要だろうというふうに思いま

す。少し時間がないわけではありませんので、

この移行期に問題が生じないように努力をして

いかなければならないというふうにも思います。 

  また、独立採算制が、一層そういう視点が強

くなるのではないかというような御指摘であり

ますけれども、もっと端的に言えば、一般会計

からの繰り出し、繰り入れが減るのではないか、

変わるのではないかというような御指摘かと思

いますけれども、そういったことについては、

我々としては公営企業への移行後においても、

基本的には一般会計からの繰り入れについての

考え方というのは変わるものではないというふ

うに認識をしているところであります。公営企

業の経費の中でも非常に企業としての負担をさ

せるのが適当でないものの経費、あるいは公益

性が強い部分、あるいは災害対応経費などにつ

いては、当然のことながら、一般会計で負担を

すべきものというふうに法にも記載されている

わけでありますので、基本的には一般会計から

の繰り入れについての考え方は特に変わるもの

ではないというふうに思っております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 大体はわかりました。 

  なお、そうした会計移行する際にはいろいろ

検討を含めていただいて、例えば公営企業会計

方式のガイドラインというようなもの、例えば

健全経営化に向けたさまざまな指数あるいは数

値目標等を作成していただいて、経営の健全化

に向けた一つの羅針盤といいますか、そういう

ものをやっぱりお示しをいただきたいなと、こ

ういうふうに思っているところでありますが、

御見解があれば承りたいというふうに思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 我々としては、平成31年までの

計画期間に沿って取り組みを進めていっている

わけでありますので、そういった期間の中で御

要望のありました点などについても検討をさせ

ていただいて、適正に円滑に移行が進むように

努めてまいりたいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 それでは、最後に通告番号21番、

昨秋に実施した平塩橋の調査についてお尋ねを

させていただきたいというふうに思います。 

  平塩橋のかけかえということでは、市の重要

事業として国や県に対して要望されております

し、また先般、新平塩橋建設促進期成同盟会と

いうようなものも設立をされて、市長において

は積極的に取り組みをなされているということ

でありまして、地元の住民の一人といたしまし

ても心からなる感謝を申しあげさせていただき

ながら、一刻も早く着工をしていただきたいな

というふうな希望を持っているところでありま

す。 

  そこで、平塩橋の現況についてお尋ねをしま

すが、昨年の10月だったというふうに記憶して

おりますけれども、平塩橋の長寿命化の調査が

行われたというふうに言われておりますけれど

も、その調査内容について伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 端的にお答えを申しあげたいと

思いますが、平塩橋の調査についてであります

が、御案内のとおり、平塩橋は昭和35年に架設

をされまして、橋の長さが120メーター、幅4.5

メーターのコンクリート橋で、供用後55年を経

過している橋でございます。昨年10月29日に点

検を実施したところでございます。 

  点検の内容についてですが、専門的な調査を

要することから、山形県の建設技術センターに

点検、診断を依頼して、県の橋梁点検要綱に基

づいて点検車によって橋全体について近接目視、

それから触診、打音などによって腐食、ひび割

れ、塗装の状況、漏水など24項目について点検
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を実施し、健全かどうかということを診断して

いただいたものでございます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 24項目について点検と診断をし

ていただいたというようなことでありますが、

次に、それではその調査結果はどのようなもの

だったのでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 橋の健全性というものを診断し

ていただきましたが、４段階に区分された健全

度で言いますと、上から２番目でありまして、

予防保全の段階ということで、具体的には多少

のひび割れや腐食などが見られるものの、橋の

機能に支障が生じているものではないため、５

年後の次期定期点検までは補修の必要がないも

のと判断されているところでございます。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 地元の議員としては、喜んでい

いのか、ちょっと複雑な心境でありますが、そ

ういう意味では困りましたなと、こういうふう

に思っているんですが、いや、ここをかけかえ

なくちゃならんというふうな結果が出ますと大

変いいことだなというふうに思っておったんで

すが、非常に複雑な気持ちでありますが、ただ、

いずれにしましても、こうした調査は調査とし

て、結果は結果でございますから、安心して渡

れるというようなことであろうというふうに、

いいように解釈をさせていただきたいなという

ふうに思っているわけでありますが、最後にこ

うした調査結果を受けて今後の対応についてお

伺いをさせていただきたいというふうに思いま

す。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今回の点検結果は申しあげたと

おりでありますけれども、これから市による点

検、それから法に定める５年ごとの定期点検と

いうものを継続して、橋梁の安全性、それから

安心の確保というものに努めていかなければな

らないというふうに思います。 

  平塩橋については、先ほど５年間は補修の必

要は特にないというような診断でありましたが、

ただ、重車両は通れないわけでありますから、

そういう意味で車線を広げるということになっ

たとしても現在の橋梁はその重さに耐えられな

いということになっていますから、そこら辺の

話はまた次の展開というふうになるんだろうと

いうふうに思っているところでございます。 

  御指摘のように、昨年10月に新平塩橋の整備

促進期成同盟会というものを設立をさせていた

だいて、昨年12月24日に県に対して要望活動を

行ったところでございます。さらに、ことしに

入りまして１月13日、吉村知事と語ろう市町村

ミーティングという中で、地元平塩の区長さん

のほうから直接知事に対して要望がされたわけ

であります。知事のほうからは、要望を受けと

めて、寒河江市と一緒になって考えていかなけ

ればならないと思っているという、以前よりは

比較的前向きな御回答をいただいているところ

であります。 

  我々としても引き続き県のほうの理解をいた

だけるように要望活動を積極的に展開しながら、

早期整備実現に向けて努力を進めていきたいと

いうふうに考えております。 

○國井輝明議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 新平塩橋の建設に向けて御努力

をいただくというようなことであります。ぜひ

さらに力を込めて御努力をいただきたいなとい

うふうにお願いを申しあげたいというふうに思

っておりますが、期成同盟会、せっかく設立を

されたわけでありますから、さらに広いような

形で対応をしていただければなというふうに思

っております。 

  できれば、あの辺の近くに期成同盟会による

看板なんかも設置をしていただくとなお効果が

上がるんじゃないのかなというふうに思ってい

るわけでありまして、そうした幅の広い取り組
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みもぜひお願いをして、私の質問を終わらせて

いただきたいと思います。 

  ありがとうございました。 

 

   散    会    午後１時５５分 

 

○國井輝明議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了しました。 

  本日はこれにて散会します。 

  御苦労さまでした。 
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